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公 明 党 要 望 項 目 一 覧 

令和３年度当初予算 

要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

【緊急的に年度内から実施すべき対策】 
◎コロナ禍のなか生活困窮世帯が増えている。生活保護受給世帯も含め
た生活困窮者への灯油購入費の助成（福祉灯油）をおこなうこと。 

生活保護世帯に対しては、暖房費等に係る保護費の冬季加算が実施されている。福祉
灯油については、今後の原油価格の高騰の状況等を注視し、必要に応じて検討する。 
また、生活困窮者に対しては、生活資金を貸し付ける「生活福祉資金」や、家賃相当

額を支給する「住居確保給付金」による支援を行っており、制度の継続について国に要
望している。 
なお、１月臨時補正予算において、生活困窮者に係る総合支援体制の拡充を行ったと

ころであり、引き続き、国の動向を注視しながら、今後も必要に応じて国に要望してい
く。  
・【１月臨時補正】生活困窮者に係る総合支援拡充事業 ３７，１８４千円 

◎生活困窮者に対して、生活資金の給付や貸し付けを継続しておこなう
とともに、行政が優先的に仕事や作業の斡旋をおこなうこと。 

「生活福祉資金」や「住居確保給付金」については、引き続き、国の動向を注視しな
がら、今後も必要に応じて国に要望していく。 
また、県立ハローワークにおいて、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた求職・

相談者への相談対応を行うとともに、求職者と企業のマッチング支援を行う「ささえあ
い求人・求職マッチング特別相談窓口」を活用して、生活困窮者等に対する支援を行っ
ていく。 

◎ワクチン接種が順調に滞りなくおこなわれるように、万全の準備と体
制整備を進めること。 

新型コロナウイルス感染症に係るワクチンの接種については、医療従事者や高齢者、
基礎疾患がある人などの優先接種の対象となる者はもとより、希望する県民すべてに対
する円滑な接種の実施に向け、市町村や医師会等の関係団体と連携、協力して接種に向
けた取組を強力に進めていく。 

◎ワクチン接種への不安・疑問に的確に答える体制を整えること。 新型コロナウイルス感染症に係るワクチン接種後の副反応に係る相談といった市町村
で対応が困難な医学的知見が必要となる専門的な相談等に対応できるよう、専門の相談
窓口を設置（（公社）鳥取県看護協会への委託を想定）するための必要経費を１月臨時補
正予算において計上しており、早期に相談対応の実施ができるよう取組を進めていく。 
・【１月臨時補正】新型コロナウイルスワクチン接種体制整備事業 ６０，７００千円 

◎接種による副反応を心配される方への適切な対応をおこなうこと。な
かでもアレルギー反応を起こす方などへは、接種しない選択肢も含め
対応すること。 

新型コロナウイルス感染症に係るワクチンの接種については、接種後の状態観察や副
反応発生時の救急対応ができる体制を整備した上で実施することとなっており、接種後
の副反応についても十分に配慮した上で接種を実施していく。 
なお、ワクチン接種は任意であるため、住民の判断に資するよう副反応も含めたワク

チン接種に関する情報について、国や市町村とともに積極的に周知・広報していく。 
また、医師会の協力のもと、住民に身近なかかりつけ医においても相談に応じていた

だくとともに、県が設置する専門の相談窓口による相談対応を実施していく。 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

◎医療、介護、保育等の施設、また疑いのある事業所での新型コロナウ
イルス検査をおこなうこと。無症状感染者による感染拡大を防ぐため
にも、検査は定期的に、唾液を集めて、また下水で、集団毎に「プー
ル方式」でおこなうこと。 

本県におけるＰＣＲ検査の実施については、本県の現状や感染レベルの低い地域であ
ることを鑑みて、無症状者に対する悉皆検査ではなく、陽性者が発生した場合に直ちに
幅広く検査を行うことが妥当であると考えており、症状があり疑われる方はもちろん、
陽性者が出た場合には、関係ある希望者には幅広く実施するなど柔軟に対応することと
している。 
なお、高齢者施設、保育施設での新型コロナウイルスのクラスター（感染者集団）発

生を受け、高齢者施設・障がい者施設・保育施設等の社会福祉施設について、施設が自
主的に行う職員のＰＣＲ検査費用の支援を行うための予算を１月臨時補正予算に計上し
た。 
医療機関、社会福祉施設等で感染拡大の危険性が高まる場合には、引き続き、積極的

に幅広い検査を行う。また、体調不良者が発生した場合の通報制度を創設したほか、体
調不良等の通報があった事業所や、地域で急速な感染拡大の懸念がある場合については、
必要性を判断した上で緊急行政検査を行っていく。 
プール方式による検査は、医療機関や高齢者施設等において感染者が発生した場合な

どにおいて、緊急的に幅広く検査を実施する場合の検査法として有効な手法であると認
識している。今後、本県においても、適用可能な場合に実施することを検討したい。 
・【１月臨時補正】社会福祉施設等における新型コロナウイルス緊急対策事業（社会福祉

施設等に係るＰＣＲ検査等支援事業補助金） ３０，０００千円 
・社会福祉施設等に係るＰＣＲ検査等支援事業 ５０，０００千円 

◎本県で発生したコロナ感染クラスターに対してのクラスター県条例
の有効性の検証と、国での法律改正に対応した条例改正をおこなうこ
と。 

年末から年始にかけて相次いで発生したクラスターについて、クラスター対策条例に
基づいた対応を実施した結果、特に施設に立ち入った全ての者の迅速な把握に繋げるこ
とが可能となり、把握できない場合でも法的根拠に基づいて迅速に公表できるなど、条
例の有効性を感じているところである。引き続き、クラスター対策条例に基づいた対応
を実施するとともに、本条例の有効性を検証していく。 
また、この度、国が特措法等の改正について国会で審議を進めており、法改正に伴う

クラスター対策条例への影響について情報収集に努めていく。 

◎いのちを守る相談窓口による支援を拡充すること。 
新型コロナウイルス感染の全国的への爆発的な拡大により、再度の緊
急事態宣言が都市部を中心に発出された。そうした社会不安のなか、
いのちの電話や心の相談、生活苦、消費生活のトラブル、多重債務な
どの、いのちを守る相談を実施している団体、行政機関による相談支
援体制のさらなる拡充を推進すること。 

令和３年度当初予算案において、心に悩みを持つ人の電話相談に応じている社会福祉
法人鳥取いのちの電話の相談体制の強化と、ＳＮＳによる相談事業の拡充の継続につい
て検討している。 
・みんなで支えあう自死対策推進事業 ２２，５６６千円 
 
消費生活トラブル相談や多重債務相談に的確に対応できるよう、対面相談、電話相談

に加えて新たに電子メールによる相談を追加するなど相談方法の拡充を図ってきたとこ
ろであり、引き続き相談体制の充実を進めていく。 
・消費生活センター事業費 ５９，０３７千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

◎コロナ収束まで事業継続が困難な経営者への給付金や有利な資金の
貸し付けをおこなうこと。 

緊急事態宣言再発令に伴い、飲食、宿泊、運輸関係など、広範な業種に亘って経営上
の影響が及んでいることから、新型コロナ対策認証事業所及び認証取得に取り組む事業
者に対し１０万円の応援金制度等を設けたところである。また、無利子・無保証料融資
（新型コロナ対策資金）について、融資上限額を拡充するとともに新規融資実行枠を増
額したところであるが、令和３年度当初予算案において更なる制度の延長を検討してお
り、円滑な資金調達を支援していく。 
また、県内企業の事業継続に向け、雇用調整助成金の特例措置期間及び休業支援金に

ついて、全国知事会を通じて国に求めてきた結果、令和３年３月末まで延長されること
となった。そのほか持続化付給付金及び家賃支援給付金についても、全国知事会を通じ、
国に対して売上減少要件の緩和や再度の支給など繰り返し求めており、引き続き必要な
対応を国に求めていく。 
・【１月臨時補正】新型コロナ克服緊急応援事業        ５００，０００千円 
・【１月臨時補正】飲食業感染症防止対策緊急支援事業     １００，０００千円 
・【１月臨時補正】新型コロナ対策お楽しみ券応援事業     ２００，０００千円 
・【１月臨時補正】緊急事態宣言を受けた路線バス事業者応援事業 ４０，０００千円 
・【１月臨時補正】県内企業多角化・新展開応援事業      １００，０００千円 
・【１月臨時補正】企業自立サポート事業            ８９，０００千円 
・【１月臨時補正】信用保証料負担軽減補助金           ９，７６５千円 
・徹底した感染拡大予防対策による安心創出事業        １００，０００千円 
・新型コロナ克服特別金融支援事業              ４７６，４２７千円 
・県内企業多角化・新展開応援事業              １００，０００千円 

◎緊急事態宣言発出をはじめ、コロナ感染拡大の影響で、観光宿泊業・
飲食業等甚大な影響を受けている。県内での感染の状況を見極めなが
ら、県内限定・県民限定の観光キャンペーン、飲食キャンペーンをお
こなうこと。 

昨年末のＧｏＴｏトラベルの全国一斉一時停止に伴い、県内の宿泊・観光施設等では

非常に多くのキャンセルが発生し、甚大な影響を受けた。 

県内の観光関連産業が事業継続するための運転資金を確保するための前売り宿泊券等

の発行を支援するとともに、本県独自の取組（ＷｅＬｏｖｅ鳥取キャンペーン等）を機

動的に実施し、観光需要の回復を図っていく。 

・【１月臨時補正】観光需要回復促進事業    ５０，０００千円 
・【１月臨時補正】新型コロナ対策お楽しみ券応援事業  ２００，０００千円 
・新型コロナから立ち上がる観光支援事業       ２００，０００千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

◎コロナ禍の影響で、今後さらに人員整理などが起こってくることが予
想される。その予防策として、資金調達支援や業種間また企業間で人
材のシェアをおこなうなど、なるべく解雇にならないような手当をお
こなうこと。また、人口減少のなか本県に居住し就労されようとする
方々である、解雇となった人材や職を求めている人材の雇用支援を強
力に徹底しておこなうこと。 

県内事業者等の経営安定化等を図るため、コロナによる影響を踏まえながら、引き続
き必要な資金調達支援を行っていく。 
また、国３次補正で事業化された産業雇用安定助成金の活用促進と併せ、県内企業の

雇用安定・人材育成につながる「雇用シェア（（在籍型）出向）」を推進し、国・県立ハ
ローワークと連携してマッチングを行うため、雇用シェアを普及促進するためのセミナ
ー、専門家派遣を行う。 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響の長期化に伴い、事業縮小・廃止、雇用調整等
の危機に直面する県内企業の事業継続・雇用維持等を、関係機関・団体による「新型コ
ロナウイルス対策企業・雇用サポートチーム」により案件毎に引き続き機動的に支援し
ていく。 

さらに、県立ハローワークにおいて、新型コロナウイルス感染拡大の影響を受けた求
職者に理解のある企業の求人を「ささえあい求人」として募集し、仕事を求める方に紹
介する「ささえあい求人・求職マッチング」を進めるとともに、農林水産業とのマッチ
ング強化を図るなど、雇用に影響を受けた方の就労支援に取り組んでいく。 
・【１月臨時補正】企業自立サポート事業   ８９，０００千円 
・【１月臨時補正】信用保証料負担軽減補助金  ９，７６５千円 
・【１月臨時補正】新型コロナ対策人材活用事業 ３，２０６千円 
・企業自立サポート事業 

 ３，４３９，５０８千円（うちコロナ融資分３，０７２，４５８千円） 
・信用保証料負担軽減補助金 

 １，０４８，０５２千円（うちコロナ融資分 ８３７，２０５千円） 
・新型コロナウイルス対策企業・雇用サポートチーム活動推進事業 ２，１１３千円 
・鳥取県立（鳥取・倉吉・米子・境港）ハローワーク管理運営事業 

 １１１，４８５千円 

◎コロナ感染拡大の影響で中止・延期・規模縮小をした鳥取県事業につ
いて、実績が乏しいことを理由に、単純に来年度予算の大幅減額やカ
ットをおこなわないこと。ａｆｔｅｒコロナの時を見据えた必要な事
業予算を確保すること。 

令和３年度当初予算編成については、新型コロナウイルスの影響による地方税の減収
が見込まれる中、感染防止対策や地域経済の回復等に多額の歳出が必要となるなど、例
年以上に厳しい財政状況下での予算編成となっているが、本県の予算編成の特徴である
１件査定により、単純に前年度の実績等のみで判断するのではなく、必要性や優先順位
を十分に考慮した上で、コロナ収束後にも貢献できるような視点を加えて事業の組み立
てを行い、ａｆｔｅｒコロナを見据えた予算編成を行っていく。 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

【防災、協働、共助、安全の運動の推進】 
◎災害対策、防災・減災対策を進めること。中山間地域をはじめとして
ハード面、ソフト面においての対策の強化を図り、災害に強い「まち
づくり」、防災減災対策を進めること。 

防災・減災対策については、中山間地域を含め、河川の河道掘削や樹木伐採、道路改
良や砂防堰堤等のハード対策を行っている。また、河川監視カメラや水位計の設置、ダ
ム事前放流、土砂災害警戒区域指定等のソフト対策も実施しているところである。 
 引き続き、対策の強化を図り、災害に強いまちづくりを進めていく。 
適時適切な避難行動をとるためには、住民自らが「いつ」避難するか、市町村が発出

する避難情報や、水位情報など身近な目で見る情報などから、避難の目安を決める「避
難スイッチ」のような取組が有効であるため、令和３年度もモデル地区でのワークショ
ップやまちあるき等を実施する。 
 なお、令和３年度は浸水想定区域内にある要配慮者利用施設も対象として追加するこ
とを予定しており、施設が作成する避難確保計画が実効的なものとなるよう取り組む。 

あわせて、流域全体のあらゆる関係者が主体的に取り組む「流域治水」について、河

川管理者の取組に加え、住民が主体的に貯留機能を高める取組の実施などを令和３年度

当初予算案において検討している。 

・【流域治水対策】積極的避難（避難スイッチ）推進事業          １，２２４千円 
地域のみんなで取り組む流域治水（県土・農林）１１，０９０千円 

◎国では２１年度から５年間で総事業費１５兆円に上る「防災・減災、
国土強靱化のための５か年加速化対策」が始まる。前の３年間で実施
できなかった対策と、新たに必要な防災減災対策を積極的に取り組む
こと。 

「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策（Ｈ３０～Ｒ２）」を活用し、河川
の河道掘削や樹木伐採、道路改良や砂防堰堤等の整備を行い一定の効果を上げてきた。 
引き続き「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策（Ｒ３～Ｒ７）」等を活

用して前の３年間で実施できなかった残りの箇所の整備を進めるとともに、新たな防
災・減災対策やインフラ老朽化対策等も進めていく。 

◎県内３大河川（千代川、天神川、日野川）の氾濫防止対策、支流のバ
ックウォーター現象対策など、国とともに検討し対策を講ずること。 

国直轄事業において、千代川（鳥取市向国安地区）の浸透対策や天神川の支川小鴨川

（倉吉市生田地区）の河道掘削などが継続的に実施されているところだが、必要な予算

が確保されるよう国に働きかけていく。 

・【１月臨時補正】直轄河川海岸事業費負担金  ２８２，９６０千円 

・直轄河川海岸事業費負担金          ２６９，６７０千円 

 

また、「水防対策検討会」の提言を踏まえ、短期対策としてバックウォーター区間等

越水被害の恐れのある箇所を重点化して堤防強化対策や河道掘削及び樹木伐採を行うこ

ととしており、国の「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」等を活用し

ながら、これらの取組を継続して実施していくことを検討している。 

・【１月臨時補正】樹木伐採・河道掘削等緊急対策事業（国補正）６９８，０００千円 

・避難につなげる水防対策事業（鳥取方式）          ３２６，４５９千円 

・樹木伐採・河道掘削等緊急対策事業             ５５５，０７０千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

◎防災士の養成（特に女性防災士）・市町村の防災リーダーの育成を推
進すること。 

防災士の養成については、平成２８年度から県内で防災士養成研修を開催しており、

一層多くの人が研修を受講できるよう、平成３０年度までの中部１会場での開催を令和

元年度からは西部会場を増やし２会場で開催しているところであり、引き続き防災士の

養成に取り組んでいく。 

なお、女性防災士の養成については、女性ならではの視点を防災に一層盛り込むこと

が重要と考えており、防災士養成研修の受講者を推薦する市町村等に、女性をより一層

多く推薦いただくよう引き続き要請する。 

また、防災リーダーの育成については、令和元年度に上級者向けカリキュラム、令和

２年度に「コロナ禍における避難所運営」の講義を取り入れるなど、研修対象者を工夫

するとともに時代に即した内容で実施しており、引き続き防災リーダーの育成に取り組

んでいく。 

・地域防災リーダー養成事業 ４，５４０千円 

◎災害対策としてのハード面の整備には長い年月がかかるが、災害は待
ってくれない。ハード整備と共に、住民の命を守るための避難対策を
より充実すること。 
＊災害発生時の避難対策が急がれる。危険箇所・地域において、市町
村と良く連携して十分な避難対策を講じること。 

適時適切な避難行動をとるためには、住民自らが「いつ」避難するか、市町村が発出
する避難情報や、水位情報など身近な目で見る情報などから、避難の目安を決める「避
難スイッチ」のような取組が有効であるため、令和３年度もモデル地区でのワークショ
ップやまちあるき等を実施する。 
 なお、令和３年度は浸水想定区域内にある要配慮者利用施設も対象として追加するこ
とを予定しており、施設が作成する避難確保計画が実効的なものとなるよう取り組む。 
・【流域治水対策】積極的避難（避難スイッチ）推進事業 １，３２４千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

◎消防団や自主防災組織の組織率向上と、実質的な機能強化を進めるこ
と。 

消防団員の確保については、県広報や新聞広告等を活用し消防団のＰＲを実施すると

ともに、防災フェスタ等のイベントや地域での防災訓練等に消防団員が参加することな

どによって、消防団の存在意義や役割・活動状況について県民の理解を深めていただき、

入団につなげる取組を進めていく。また、従業員が入団しやすい職場環境づくりのため、

消防団協力事業所表示制度の導入を未導入市町村に対して働きかけるとともに、協力事

業所の増加に市町村と連携して取り組んでいく。 

自主防災組織の組織率向上については、県自主防災活動アドバイザー等が助言を行う

とともに、令和２年度より新たに自主防災組織等を設立する市町村に対し、住民の防災

意識の醸成や防災資機材等を整備する経費への補助を行っている。 

更に、鳥取県防災・危機管理対策交付金により、市町村が行う消防団や自主防災組織

の充実強化、組織率向上につながる施策を支援する。 

・消防団支援・連絡調整事業      １６，１８７千円 

・自主防災組織新規設立支援事業     １，５００千円 

・鳥取県防災・危機管理対策交付金事業 ６８，５００千円 

◎高齢者・障がい者等要援護者の地域見守りネットワークの構築と体制
強化を進めること。災害時想定避難支援の（図上）訓練を行うこと。 

鳥取県中部地震の教訓を踏まえて、平成２９年７月に鳥取県防災危機管理基本条例を
改正し、災害時の避難の際に支援が必要な人（高齢者・障がい者等含む）を地域の中で
支援することをはじめとした地域での住民相互による支えあいの体制「支え愛マップづ
くり」の取組みを推進することを定めた。 
その取組が全県下に広がるよう、平成２９年度から、市町村や市町村社会福祉協議会

職員など支援者のスキルアップを進め、また主役である多くの県民に取組を知っていた
だくために啓発研修等を開催している。 
また、令和３年度当初予算案において、要配慮者が福祉避難所に避難した場合の課題

について確認するため、避難訓練を実施するとともに、要配慮者の避難体制の確立に向
けて市町村が福祉職と連携して個別支援計画を作成する際の経費を支援することを検討
している。 
・避難所の生活の質向上事業 ３，３５０千円 
・支え愛マップ作成推進事業（個別支援計画作成事業）９５０千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

◎避難所運営ゲーム（ＨＵＧ）を通じて、住民も含めて災害時避難所運
営がスムーズにできるようにすること。 

自主防災組織等の研修へ、県自主防災活動アドバイザーを講師として派遣し、避難所

運営ゲーム（ＨＵＧ）を行い、避難所運営力の向上を図っている。引き続き取組を行っ

ていく。 

また、県が実施している「地域防災リーダースキルアップ研修」の中に避難所運営ゲ

ーム（ＨＵＧ）の演習を取り入れており、災害時の避難所運営がスムーズに行えるよう、

市町村と連携し引き続き取り組んでいく。 

・防災活動推進事業（自主防災活動アドバイザー派遣事業）    ８１５千円 

・地域防災リーダー養成事業                ４，５４０千円 

◎島根原子力発電所対応について 
＊中国電力との安全協定は、立地県と同様の内容に近づけるよう、引
き続き求めていくこと。 

＊再稼動に関しては、重大事故時に住民の避難と安全の確保が担保さ
れる必要がある。島根県と協調して対処すること。 

中国電力との安全協定の改定については、これまで度重ねて申入れてきたところであ

り、中国電力が自身の課題として解決されるよう、引き続き粘り強く米子市、境港市と

ともに求めていくとともに、国に対して重ねて、立地自治体と同等の安全協定へ改定す

るよう中国電力へ指導することを要望していく。 

原子力防災対策に関しては、立地県である島根県等との連携が必須と考えており、福

島事故後の平成２３年５月に「原子力防災連絡会議」を２県６市で設置し、これまで地

域防災計画（原子力災害対策編）・広域住民避難計画の策定、原子力防災訓練の実施、中

国５県のバス・タクシー協会との協定締結などの取組を行ってきた。今後も両県で連携

を図りながら対応していく。また、国が設置している島根地域原子力防災協議会を通じ

て、地域防災計画・避難計画等の具体化・充実化に係る更なる支援を求めていく。 

◎公共の場所の環境整備について、「アダプト・プログラム」制度を継
続して実施すること。 

県民との協働による公共土木施設の維持管理については、鳥取県版河川・道路ボラン
ティア促進事業により、土木施設愛護ボランティア団体の活動に必要な予算を確保し、
県民との協働による継続的な維持管理の推進に取り組んでいく。 
・鳥取県版河川・道路ボランティア促進事業 ７７，６０３千円 
 
また、鳥取砂丘の草原化を防ぐため、鳥取砂丘未来会議が県民との協働により除草を

実施している中で、アダプト・プログラムも導入しているところであり、今後も継続し
て実施する。 
・鳥取砂丘景観保全再生事業 １３，０８９千円 

◎私立幼稚園、保育園に対して、園児を火災・地震等の災害から守る為
に職員等の防災教育、災害発生時の安全かつ迅速な避難誘導体制の充
実と避難具等の整備促進を図り、防災対策の充実を図っていくこと。 

私立の幼稚園、保育所、認定こども園（教育・保育施設）における防災対策の充実・

強化について、引き続き運営に係る経費として支援していく。各施設がこれを有効に活

用し、充実が図られるよう引き続き県及び市町村で監査等を通して指導していく。 

なお、浸水想定区域・土砂災害警戒区域内に立地する要配慮者利用施設に係る避難確
保計画について、区域内立地施設のうち計画未策定の施設に対し、早期に策定されるよ
う取り組んでいく。 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

◎交通事故減少対策として、 
＊高齢者、女性の交通事故防止対策を推進すること。 

令和２年中の交通死亡事故による死者数は１７人（男性１３人・女性４人）で、うち、
６５歳以上の高齢者は８人（男性５人・女性３人）であり、全体の約４７％を占める結
果であった。性別を問わず、高齢者が死者全体に占める割合は、前年と比較して大幅に
減少したものの、依然として高い水準で推移していることから、高齢者が被害者・加害
者とならないよう死亡事故を含めた交通事故抑止対策を推進していく。 

＊高齢による運動機能や判断力の低下による事故、また認知症による
事故を減らす対策を更に進めること。そのために、高齢ドライバー
講習や運転機能検査を拡充すること。 

交通安全教育用機材を活用して高齢による運動機能や判断力の低下の自覚を促すなど

高齢者を対象とした参加・体験・実践型の講習を実施するほか、高齢者宅の訪問活動に

よる交通安全指導や一定期間に複数回、交通事故を起こした高齢者を対象とした個別指

導などを実施し、交通事故抑止を図る。 

また、関係機関・団体等と連携しながら、安全運転サポート車の普及啓発も推進する。 
ペダル踏み間違い時加速抑制装置や衝突被害軽減ブレーキなどの運転支援機能を備え

た安全運転サポート車を普及させるための体験試乗会や、加齢に伴う運動機能や判断能
力の低下を実感していただくための自動車教習所における高齢運転者向け講習会を実施
する。 
・交通安全対策推進事業 ７，４６７千円 

＊免許自主返納者に対する移動手段確保のさらなるサービスを提供
すること。 

現在、運転免許証の自主返納に対する公共交通機関の割引については、一部の鉄道、

バス、タクシーにおいて実施されており、各市町村においてもバスやタクシーの利用者

に対する独自の補助制度を構築している。 

県では、運転免許証返納者に関わらず、全ての県民の公共交通での移動を確保するた
め、令和２年度から地域の実情に応じてバス・タクシー・共助交通等を組み合わせ可能
な支援制度を導入しており、小規模高齢化集落等に居住する高齢者等へのタクシー助成
を行うとともに、住民ドライバーを活用した共助交通等に対して支援を行っており、各
市町村で地域交通の再編が進みつつある。 
令和３年度は新たに共助交通の運行管理業務をサポートする組織の立ち上げや、交通

手段同士の統合や交通と交通以外（観光、医療・福祉、商業等）の分野を連携させ、公
共交通の利便性と効率性の更なる向上を図る交通体系の構築を図る市町村の支援を行っ
ていく。 
・地域交通体系鳥取モデル構築事業 ２６０，６１８千円 

＊夜間の道路照明、街路灯などを点検すること（必要な箇所には設置
すること、切れているものは早急に修繕すること）。 

道路照明は、交通量の多い箇所（２５，０００台／日以上）、交差点又は横断歩道など
の夜間の交通上特に危険な箇所に設置することとしている。夜間道路管理パトロールに
より不点灯の有無等を点検し、玉切れ等があれば随時改修を行うこととしている。 
なお、市町村が行う防犯灯や街灯の設置について、鳥取県市町村創生交付金により支

援を行っている。 
・市町村振興事業（市町村創生交付金） ２７０，０００千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

＊自転車スマホ・歩きスマホで人身事故が増えている、安全に対する
教育を徹底し事故防止に向けて強く推進すること。 

自転車乗車中や歩行中のスマートフォンの利用による事故防止の徹底を図るため、県
及び県交通対策協議会は、チラシを作成するとともに、「安心とっとり交通安全県民運動
実施要綱」に掲載し、市町村や交通安全協会と連携して街頭広報を実施しているところ
であり、引き続き、関係機関と連携して、交通安全行事や交通安全講習など様々な機会
をとらえた広報や交通安全教育を行っていく。 
・交通安全対策推進事業 ７，４６７千円 
 
また、学校においては、令和２年度は自転車の事故防止につながる交通安全教育の一

層の推進を図るため、教職員対象の研修会を行うとともに、交通安全教育の充実につい
て働きかけており、令和３年度も研修会等を実施し、教職員の資質向上を図ることをと
おして交通安全教育の推進につなげていく。 
なお、県立高校においては、登下校中の生徒の安全を最優先に考え、令和５年度まで

を目標に自転車通学生の自転車用ヘルメット着用を推進することとしており、令和３年
度及び４年度においては生徒が自転車乗車時のルール・マナーを理解し、必要な技能と
知識を習得する交通安全教室等を開催するなど、歩行中を含めた「ながらスマホ」に起
因する事故を例にした交通安全教育を一層充実していく。 
市町村（学校組合）立小中学校及び義務教育学校においては、必要に応じてヘルメッ

ト着用に関する情報提供を行うなど、引き続き、市町村（学校組合）教育委員会と連携
を図りながら、支援をしていく。 
・学校安全対策事業（学校安全研修会）２８０千円 

◎避難所などの初期非常用電源として、また家庭の非常用電源として、
ＥＶ協力隊を公用車も含めて広げること。 

とっとりＥＶ協力隊については、県民・企業の方にボランティアとして参加・協力い
ただくものである。国において、ＥＶ等電動車の普及加速に向けた取組が強化される中、
本県においても、電動車の普及啓発と併せて、とっとりＥＶ協力隊の活動を積極的にＰ
Ｒし、登録者を増やしていきたい。 
なお、県、市町村の公用車で外部給電の可能な電動車は、とっとりＥＶ協力隊に先行

して避難場所等に赴き、給電活動を行うこととしている。 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

【コロナ終息後を見据えた観光・交易・交流の振興】 
◎東南・北東アジア地域交流の推進 
＊中国吉林省・モンゴルとの各種友好交流、ベトナム、タイなどアジ
ア地域での観光・交易の推進、環日本海航路の運航再開へ向け取り
組むこと。 

中国吉林省とは、職員相互派遣や県費留学生受入、県内大学生の留学派遣などに取り
組み、モンゴル中央県とは、医療専門家派遣、農業研修員受入、農業専門家派遣、行政
実務研修生受入などに取り組んできたところである。 
 現在はコロナ禍にあり、相互往来はできないが、中国吉林省、モンゴル中央県とも、
オンラインを活用した交流を実施し、交流を絶やさないようにしている。 
 今後も、こうした取組により次代の友好親善に寄与する人材育成を行っていくなど、
着実に交流を推進していく。 
 また、観光については、東南アジア地域を含めインバウンド市場の多角化を図りなが
ら、航空会社や旅行会社等と連携した現地観光展でのＰＲ及びオンラインを活用したプ
ロモーションやＳＮＳでの情報発信、鳥取県産品の販売を通じた本県の知名度向上等を
行っていくことで外国人観光客の回復につなげる。 
・新型コロナから立ち上がるインバウンド観光促進事業 ２２０，５５４千円 
 
平成３０年１０月に中国・吉林省と締結した「鳥取・吉林ＡＤＡＳ・ＥＶプロジェク

ト」の推進に関する覚書に基づき、ビジネスマッチングや高度人材の活用に向けた取り
組みを実施するとともに、吉林省で開催される「北東アジア博覧会」にも本県がブース
を出展し、経済交流の取組を深化させる。また、バンコク（タイ）にある「鳥取県東南
アジアビューロー」の機能を活用しながら、東南アジア地域における県内企業の販路拡
大等の取組を推進していく。 
また、北東アジアゲートウェイとしての機能を担う境港～韓国～ロシアを結ぶ環日本

海航路の再開を図るため、国内外の船会社に対し、境港への寄港に向けた各種誘致活動
を行う。 
・鳥取県・吉林省経済連携強化事業  ６，０４０千円 
・アジア地域経済交流推進事業   ２５，４１４千円 
・環日本海航路促進対策事業    １０，０００千円 

◎米子鬼太郎空港の国際化の推進 
米子空港は対岸諸国との国際交流拠点、北東アジアのゲートウエイと
しての役割も担い、国の「訪日誘客支援空港」の認定を受けている。
現在運休・欠航となっているソウル便、香港便、上海便などの国際定
期路線の再開・復活、国際チャーター便の誘致、新路線開設に向けて
継続的に取り組むこと。 

東南アジア地域を含めインバウンド市場の多角化を図りながら、航空会社や旅行会社
等と連携した現地観光展でのＰＲ及びオンラインを活用したプロモーションやＳＮＳ
での情報発信、鳥取県産品の販売を通じた本県の知名度向上等を行っていくことで外国
人観光客の回復につなげる。 
なお、米子ソウル便、米子香港便、米子上海便の定期便については、現在、各航空会

社に新型コロナウイルス収束後の早期運航再開をねばり強く訴え続けている。 

併せて、新型コロナウイルス収束後の国際チャーター便の誘致に向けて、航空会社や

旅行会社への継続した働きかけを行っており、チャーター便の実績を重ねることで新規

路線開設を目指す。 

・新型コロナから立ち上がるインバウンド観光促進事業 ２２０，５５４千円 
 



 12

要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

◎コロナ収束を見据えながら各種観光客誘致の取り組みを進めること。 
＊国外誘客の推進。 

東南アジア地域を含めインバウンド市場の多角化を図りながら、航空会社や旅行会社
等と連携した現地観光展でのＰＲ及びオンラインを活用したプロモーションやＳＮＳ
での情報発信、鳥取県産品の販売を通じた本県の知名度向上等を行っていくことで外国
人観光客の回復につなげる。 
・新型コロナから立ち上がるインバウンド観光促進事業 ２２０，５５４千円 

＊（境港、鳥取港）クルーズ客船の入港時に乗船・降船ができる寄港
地としての環境整備に取り組むこと。 

境港については、新型コロナウイルス感染症対応マニュアルを作成済み、鳥取港にお
いても２月に作成予定としており、クルーズ客船受入れ側の対策を確立させた上で早期
に新型コロナウイルス感染症が流行する前の水準に復活できるよう、地元、観光関係部
局と連携し、船社、船舶代理店、ツアー会社等に対してのポートセールスの強化を図っ
ていく。 
・鳥取港振興対策事業                ３，３６９千円 
・境港管理組合負担金（クルーズ客船誘致推進事業） １０，４７０千円 

＊鳥取県ならではのオプショナルツアーの造成をすること。特に「国
立公園満喫プロジェクト」の大山コース開設も検討すること。 

オプショナルツアーの造成に向け、船社、旅行会社及びランドオペレーター（現地手

配旅行社）へのポートセールスなど、地元事業者と連携して働きかけを行っていく。ま

た、外国人観光客に人気のあるマンガ・アニメや日本文化体験などをはじめ、国立公園

満喫プロジェクトに取り組む大山圏域の自然体験プログラムや神社仏閣など、クルーズ

客船の客層・ニーズに合った多様な素材を提案していく。 

・外国人観光客受入環境整備事業（外国人観光客倍増促進補助金）１２，０００千円 

・観光周遊促進支援事業                   １９，１２８千円 

＊「まんが王国とっとり」の取り組みを継続実施すること。 まんがを活かした観光誘客や情報発信を進めるとともに、地域の活動支援やコンテス
トによる人材育成など、「まんが王国とっとり」の取組を継続して実施する。 
郷土の誇りである漫画家・水木しげる氏が、令和４年３月に生誕１００年を迎えるに

あたり、氏の偉大さを共有しその魅力を発信していくため、関係者との協力関係を構築
し、氏を顕彰する様々な取組を実施することを令和３年度当初余予算案で検討している。 
・水木しげる生誕１００年記念事業            １７，０００千円 
 
 これに加え、まんが関連施設のデジタルスタンプラリーや、コナン列車のデザインリ
ニューアルなどにより、国内観光客の来県及び県内周遊を促していく。 
・まんが・アニメツーリズム推進事業           ２４，１３１千円 
・まんが王国コナンで誘客促進事業            ２８，９６６千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

＊山陰海岸世界ジオパークを活用した具体的な施策を実施すること。 
・引き続きインフラ整備をすすめること。 
・ジオパークの啓発活動やジオ教育を進めること。 
・ボランティアガイドの養成を継続して進めること。 
・具体的なジオコースやジオツーリズムの設定と整備を継続して進め

ること。 
・山陰海岸世界ジオパーク地域におけるジオロングトレイル、ジオロ

ングバイク、ジオウオークの推進を、三府県地域と良く協働してす
すめること。 

山陰海岸ジオパークの中核拠点施設である「山陰海岸ジオパーク海と大地の自然館」
をはじめとする各関連施設やメディア等において、引き続きジオパークの情報を発信し
ていく。ジオ教育については、野外観察会やジオハイキング等の体験学習や、学校・公
民館等への出前講座を継続して開催するなど子どもから大人まで学習機会を提供してい
く。 
山陰海岸ジオパーク推進協議会学術部会や砂丘ビジターセンターと連携を図りなが

ら、ガイド研修を充実するなど、引き続きガイドの養成及び資質向上に取り組んでいく。 
また、令和３年度は、１年延期となった島根県での日本ジオパーク全国大会が開催さ

れ、鳥取県内でもオプショナルツアーが実施される予定であるため、この機会をとらえ
地元ガイドによる商品化を想定したツアー内容の検討や、ツアーガイドの養成を行うこ
ととしている。 
食や温泉などのテーマごとにジオサイトをつなぐ周遊ルートを設定するなど、引き続

き来訪者の視点に立ってジオツーリズムの推進に取り組んでいく。 
山陰近畿道の整備に伴い、一般道の交通量が減少することから、令和２年２月に全線

開通した山陰海岸トレイルコースのモデルツアープランの造成、ＰＲや、ライド、ウオ
ークの推進について、関係府県市町とも連携しながら、引き続き魅力向上に取り組んで
いく。 
・山陰海岸ユネスコ世界ジオパーク創生事業費 ４４，８５３千円 

＊鳥取県内サイクリングロード（鳥取うみなみロード等）やロングト
レイルで観光と地域活性化を進めること。 

・県西部でのサイクルツーリズムの充実と県東中部での環境整備と波
及を進めること。 

国内外からのサイクリスト誘客に向けて、白砂青松の弓ケ浜サイクリングルートを含

む鳥取うみなみロードを活用した情報発信やサイクリングガイド養成講座の実施、サイ

クリストに優しい宿の認証制度創設、サイクルカフェなどの協力店舗の拡大により、全

県的な受入環境整備を充実していく。 

・サイクリストの聖地鳥取県推進事業（サイクルツーリズム推進事業）３３，８７６千円 

＊鳥取大砂丘の保全と観光振興をすすめること。 
・鳥取砂丘未来会議の議論を尊重し積極的に施策に取り入れ、実効性

のあるものとし、砂丘振興を図ること。 
・鳥取大砂丘西側の整備を鳥取市と協調しながら進めること。特にビ

ジターセンター西館設置と両館の利活用、こどもの国も含めた一体
的な整備活用を進めること。 

・砂丘西側整備では、砂丘を満喫してもらう、体験する、自然の驚異
に触れる。学習するなどができるように整備すること。 

・鳥取大砂丘の草原化を防ぐ取り組みを進めるとともに、必要以上の
砂防林は伐木し国立公園指定時の広大な砂丘に戻すこと。 

・鳥取砂丘西側整備に合わせて、砂丘西側に相当規模の駐車場を整備
すること。行楽シーズンの道路渋滞の原因は駐車場不足にある。 

鳥取砂丘未来会議では、令和元年度に鳥取砂丘の滞在環境の上質化等に関する議論が
行われ、鳥取市ではその議論も踏まえ、鳥取砂丘西側整備構想の改訂も行われたところ。
引き続き、環境省や鳥取市、地元関係者と連携し、鳥取砂丘の保全と利活用を進めてい
く。 
鳥取砂丘の草原化を防ぐ取組として、鳥取砂丘未来会議において、ボランティア除草

やアダプト・プログラムの受入、観光客による除草体験等を進めており、今後も継続し
て実施することとしている。また、砂防林の伐採については砂丘の保全再生を第一義に、
人間活動とのバランスを考慮しながら慎重に取り組むこととしており、具体的な取組を
進めるにあたっては、地元関係者と協議を行っていく。 
・鳥取砂丘景観保全再生事業 １３，０８９千円 
 
鳥取砂丘周辺の行楽シーズンにおける渋滞対策については、鳥取砂丘西側の整備状況

を踏まえながら、関係機関と連携して検討していく。 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

＊南北線の建設計画では、中央病院北側インター（案）と鳥取砂丘ト
ンネルとの導線に住宅地があり、行楽シーズンを中心に交通渋滞や
事故が心配される。 
車の分散を促すため、団地内を通らない、浜坂６丁目と浜坂８丁目
の間から鳥取大学乾燥地研究センター横を通るような一般道を設
置すること。 

江津ＩＣ（仮称）から鳥取砂丘方面へ向かう交通が浜坂の住宅地を通過することなが
いよう、まずは覚寺ＩＣ（仮称）から県道湯山鳥取線を通行して砂丘方面へ案内する誘
導対策等のソフト施策について関係機関と調整し、検討していく。 

＊鳥取砂丘コナン空港、米子鬼太郎空港の「空の駅」化について、国
の支援を得ながら継続的・発展的に事業を進めること。 

・暇つぶしもできる、また周遊できる空港にすること。そのためにも、
空港周辺の整備、特にかにっこ空港ロードの活用と沿道の整備を進
めること（美観整備、休憩所・展望台の設置、駐車スペース確保、
スポーツイベントや砂遊びができる砂場整備、ブロンズ像やフィギ
ュア設置、メロディーロード等）。 

空港の魅力をさらに高める上で、空港周辺やかにっこ空港ロード周辺の活用も重要で
あると認識している。 
鳥取砂丘コナン空港の「空の駅」化を推進するため、運営権者である鳥取空港ビル株

式会社を主体に「空の日ウィーク」や「ナイトバスツアー＆星空観察会」など、空港な
らではの多彩なイベントを開催するとともに、令和２年９月にはキッズコーナーや主要
キャラクターを紹介する壁面など新たなコナン装飾を拡充・公開し、全国に向けて情報
発信を行ったところであり、今後も引き続き取り組んでいく。 
 また、かにっこ空港ロード沿線の整備については、試行的な取組として飛行機を眺望
するための展望所及び駐車スペース（３台分）を整備することとしており、令和３年春
頃の完成予定である。 
さらに、令和３年度当初予算案において、かにっこ空港ロードの活用策として、昨年

好評であったウォーキングイベントの開催、ツインポートガイドブックの作製・配布、
大型イベント時にシャトルバスを運行し周遊促進を図るなどの取組を行っていくほか、
歩道路面へのコナン装飾シートの設置を検討している。 
その他についても、地元の協力や用地取得、管理等の問題を整理し、地元自治会や関

係者の意見を聞きながら検討していきたい。 
・ツインポート加速化促進事業（イベント開催、ガイドブックなど）９，４５５千円 
・まんが王国コナンで誘客促進事業（コナン装飾の拡充）     ７，０００千円 

＊障がい者にとって観光しやすいインフラ整備や工夫、観光情報の提
供などを行うこと。 

高齢者、障がい者等を含む誰にとっても優しい旅づくり（ユニバーサルツーリズム）
を推進するため、観光地情報、観光・公共施設や飲食店等のユニバーサル環境整備状況、
ＵＤタクシー等の情報をＰＲしていく。 
また、宿泊施設の魅力向上に向けたユニバーサル化等に対する支援を行っていく。 

・外国人観光客受入環境整備事業（宿泊施設魅力アップ事業補助金）８，０００千円 

＊とっとり花回廊の冬のイルミネーションの充実強化 
冬の観光名所として定着している。さらなる観光振興を進めるため
イルミネーション２００万球化に取り組むこと。 

イルミネーションの規模拡大は観光客誘致に一定の効果があるものの、コスト等のこ
ともあり当面は現有規模において内容を工夫するなど対応していきたい。また、観光振
興への対応として、今年度、魅力向上特別対策事業により、施設・展示の魅力向上や情
報発信の強化などに取り組んでいるところである。 
・とっとり花回廊管理運営委託費 ３９５，５２５千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

【福祉対策】 
《障がい児者対策》 
◎障がい児者の地域支援を充実すること。 

平成２９年度に策定・制定した鳥取県障がい者プランやあいサポート条例に基づき、
関連施策の充実を進めて行く。 

◎鳥取県特別医療費助成制度を継続・充実すること。 特別医療費助成制度は、令和３年度も継続して実施する。 
・特別医療費助成事業費 １，６３９，９００千円 

◎児童虐待相談所が対応した全国の児童虐待件数（２０１９年度）が１
９万３７８０件（前年度比２１．２％増）に上がったことがわかった。
県内の状況を把握し、虐待防止対策を強く推進すること。 

児童相談所、市町村、警察など関係機関での円滑な情報共有を図り、速やかな実態の
把握に努め、関係機関が連携して虐待防止に向けた取組みを引き続き推進する。 
・児童相談所体制強化事業（虐待発生後フォローアップ事業） １３，３２３千円 
・児童相談所体制強化事業（児童虐待防止広報啓発強化事業）  ３，１９９千円 
・児童相談所体制強化事業（児童虐待防止対策研修事業）    １，１３６千円 

◎手話の普及 
＊手話を言語として認める「手話言語法（仮称）」の法制化を進める
よう国へ申し入れすること。 

「手話言語法（仮称）」について、県としても、手話を広める知事の会の活動としても
引き続き、国に働きかけを行っていく。 

＊手話通訳者の育成には継続して力を入れ取り組むこと。 手話通訳者の育成については、県手話施策推進協議会の中で具体的な議論を行ってお
り、関係者の意見を聞きながら育成策の充実に引き続き取り組んでいく。 

◎失語症者への支援として 
＊脳卒中の後遺症などで、話すことが困難となる失語症について県民
への周知に取り組むこと。 

県民への啓発活動や失語症支援者の育成等について継続して取り組むほか、新たに意
思疎通支援者の派遣に向けた体制づくりについても令和３年度当初予算案での対応を検
討している。 
・失語症者向け意思疎通支援事業  ９，３８３千円 ＊失語症支援者の育成と支援活動に取り組むこと。 

◎腎障がい者への支援として、透析医療の充実、腎臓移植の普及に取り
組むこと。 

透析医療の充実を図るため、地域医療介護総合確保基金等を活用しながら、医療機関
における設備整備等に対する支援を行っているところであり、引き続き、必要な支援を
行うこととしている。  
 また、本県では、現在、県内７病院の医療従事者３２名に院内移植コーディネーター
を委嘱し、臓器提供施設となる医療機関の体制整備に取り組むとともに、鳥取県臓器・
アイバンクに県臓器移植コーディネーターを設置し、関係団体等の御協力をいただきな
がら、県民及び医療従事者への移植医療の普及啓発と臓器移植の推進に取り組んでいる
ところである。 
 臓器移植の推進に向けては、一人一人の関心を高め、家庭内や教育の場などで話し合
う機会を増やしていくことが不可欠であることから、今後も鳥取県臓器・アイバンクと
連携しながら、臓器提供施設となる医療機関の体制整備と普及活動の一層の充実・強化
に努めていく。 
 
 
 
 
 

◎脳死下、心停止下の臓器移植を進めること。 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

◎発達障がいの早期診断発見と治療を更に進めること。 市町村が実施する乳幼児健診（１歳６か月及び３歳児）の場で多様な視点から早期の
発見及び支援につなげるとともに、集団生活での課題について５歳児健診等により発見
及び支援につなげる取組を全国に先駆けて行うなど、県内市町村において発達障がいの
早期発見に向けた体制が整備されてきたところである。 
 発達障がいの受診希望が専門医に集中し、初診待ちが長期に及ぶことを解消するため、
地域の小児科医が専門医と役割分担を行いながら発達障がいの診療を行えるよう研修を
実施するなど、身近な地域での早期の診断及び診療を可能とする取組を進めている。 
 また、県として、鳥取大学医学部附属病院を発達障がいを含む子どもの心の診療や支
援を充実させるための拠点病院に位置付けて、県内の医療機関並びに保健、福祉及び教
育など各分野の連携と支援者の養成を行っており、引き続き、関係機関と連携した支援
体制の構築に取り組んでいく。 
 さらに、県立療育機関（総合療育センター等）においては、療育指導や相談を実施し
ているほか、子育てに悩んでいる保護者への支援を強化するため、受診後、早期にペア
レントメンター（同じ発達障がいの子どもを育てている先輩保護者）に医療機関内で相
談できる仕組みづくりや、ペアレントトレーニングの普及等に力を入れるなど、保護者
が安心して子育てができる体制を推進していく。 
・子どもの心の診療ネットワーク整備事業（発達障がい診療協力医研修）５３３千円 
・発達障がい者支援体制整備事業 ４，６００千円 

◎障がい者の就労支援の推進。特に、３障害のなかでも就業率の低い精
神障がい者の就労機会の拡大を進めること。同時に、工賃ＵＰの対策
を引き続き実施すること。 

障害者就労事業振興センターに配置したコーディネーターによる、精神障がいの方等
で利用日数や利用時間の短い方に適した作業の斡旋や作業の切り出しの相談・助言など
を通じて、引き続き、就労機会の拡大を進める。なお、アフターコロナも見据え、新た
にオンライン販売など多様な販売機会創出を支援することとしており、工賃３倍計画に
基づく各事業所の特性に応じた支援を実施し、工賃向上を目指していく。 
本庁に「障がい者雇用アドバイザー」、県内各障害者就業・生活支援センターに職場開

拓支援員、定着支援員、中西部の県版ジョブコーチセンターにジョブコーチ（職場適応
援助者）を継続配置するとともに、企業に実際の障がい者雇用を知っていただく企業見
学交流会を開催する。 
精神障がい者の就労・定着にあたっては、障がい特性に対する職場の上司・同僚の理

解が欠かせないことから、働く障がい者を現場で支える「とっとり障がい者仕事サポー
ター養成講座」、企業トップを対象とした研修会を継続開催する。 
令和３年度は県内においてジョブコーチ養成講座を開催し、ジョブコーチの資格取得

を促進し、障がい者支援の充実を図ることを検討している。 
障がい者のテレワークを導入する企業を支援し、多様な働き方を促進することで就労

機会の拡大を図る。 
・障がい者就業支援事業        ４２，６６６千円 
・障がい者就労・職場定着支援強化事業 ２９，８０８千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

◎障がい者雇用・離職者対策を強力に推進すること。また定着促進をは
かる上で、企業内生活相談員・サポーター設置を継続して推進するこ
と。 

障がい者の職場定着には、仕事や生活の相談等にきめ細かな対応を行うジョブコーチ
による支援が有効と考えており、現在の訪問型ジョブコーチの支援に加え、令和３年度
は県内においてジョブコーチ養成講座を開催してジョブコーチの資格取得を促進し、障
がい者支援の充実を図る。 
とっとり障がい者仕事サポーター養成講座、障害者職業生活相談員等企業内支援者対

象の研修会、企業トップを対象とした研修会を継続開催し、企業内において障がい者特
性を理解し、障がい者が働きやすい環境を整備するよう働きかけを行う。 
障害者職業生活相談員の配置義務のない企業が新たに相談員を配置する場合には、障

がい者の雇用のために設備・機器等を整備する費用を助成する。 
・障がい者就業支援事業        ４２，６６６千円 
・障がい者就労・職場定着支援強化事業 ２９，８０８千円 

◎民生児童委員の人手不足解消（負担軽減）を推進すること。 
＊民政児童委員への個人情報の提供は、法において禁止されていない
ことを住民に広く周知すること。 

民生児童委員の負担軽減を図るため、市町村と連携して民生児童委員の業務の見直し
を行ってきており、今後も随時見直しを行っていく。民生委員の個人情報の取り扱いな
ど広く県民に制度の趣旨を正しく理解していただけるよう、普及啓発に努めていく。 

◎ひきこもり支援においては、ピアサポートセンター、家族会や市町村
等連携を図り課題解決に向けて取り組まれているが、当事者・家族な
どを守る為に、より強力に取り組むこと。 

令和３年度当初予算案において、とっとりひきこもり生活支援センターが実施してい
る職場体験事業の拡充（相談員の増）を検討しており、職場体験事業の全県展開を図る
ことを検討している。 
・ひきこもり対策推進事業 ２２，７４８千円 

◎ハートフル駐車場や身障者用駐車場に庇や屋根の設置を進めること。 身障者用駐車場の上屋については、鳥取県福祉のまちづくり条例により、不特定多数
の者が利用する建築物において床面積５，０００㎡以上（官公署はすべて）の新築、増
築等を行う場合に設置を義務付けている。 
また、既存施設において身障者用駐車場の上屋の設置を進めるために、鳥取県福祉の

まちづくり推進事業補助金により、市町村と協調して助成を行っていく。（新築：補助率
１／２、上限額２００万円、増築：補助率２／３、上限額２００万円） 

身障者に限らず、妊産婦や傷病者にもやさしいハートフル駐車場やその上屋の整備を

事業者団体等に引き続き働きかけていく。 

・バリアフリー環境整備促進事業 ２３，００８千円 

◎障がい者の移動支援を進めること。 移動支援は、国と県で財政負担する「地域生活支援事業」のメニューとして市町村が
実施している事業であり、円滑な執行ができるよう、必要な財源について引き続き国と
県で措置していく。 
・地域生活支援事業（市町村地域生活支援事業費補助金） １８４，１０４千円 
 
 
 
 
 



 18

要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

《医療対策》 
◎厚生労働省から発表された自治体病院の再編統合議論については、地
域医療の確保、地域や自治体の存続を第一義としておこなうこと。 

新型コロナウイルス感染症への対応において、公立・公的病院の存在と役割の重要性
が再確認されており、新型コロナウイルス感染症の感染が拡大している現状において、
公立・公的医療機関等の見直しを性急に進めるべきではないことから、地域医療構想の
実現など地域医療の確保に向けた取組推進に当たっては、拙速な期限設定を行うことな
く、地方とも丁寧に協議しながら、慎重に検討を進めるとともに、地域の実情に即した
柔軟な取扱いをするよう、自治体病院に対する財政支援や診療報酬の増額などの要望と
あわせて、国に対して強く要望している。 
地域医療構想の実現に向けては、引き続き、各圏域の地域医療構想調整会議等におい

て、新型コロナウイルス感染症への対応や地域の実状を踏まえながら、医療機能や病床
数など必要な医療提供体制についての議論を進めていく。 

◎がん治療体制の強化と充実、がん検診受診率向上５０％に向けた取り
組みの強化すること。 
＊がん検診への「コール・リコール」（個別の受診勧奨・再勧奨）制
度を推進すること。 

個別の受診勧奨は受診率向上に有効な手段であり、特に受診率が低調な職域がん検診
について、精密検査未受診者への受診勧奨に必要な経費への助成に引き続き取り組む。 
・がん対策推進事業（職域がん検診精密検査受診率向上モデル事業） ８３２千円 

◎脳脊髄液減少症への治療支援をおこなうこと。 
＊脳脊髄液減少症患者への治療の選択肢を増やすため、高い有効性が
認められているブラッドパッチ療法を用いる医師を増やすこと。特
に県立病院において治療実績を増やすこと。 

脳脊髄液減少症の治療についてはブラッドパッチ療法以外の治療が選択されるケース
もあることから、ブラッドパッチ療法の実績は年間数件程度であり、また、保険診療で
行うためには国が定める施設基準を満たす必要があるため、実施できる医療機関は県内
では鳥取大学附属病院のみにとどまっている。 
 県では、脳脊髄液減少症やその治療について医療機関の実態調査を行うとともに、医
師等に対し全国的な研究会への参加の呼びかけを行うほか、県ホームページに患者が専
門医に直接相談できる「相談フォーマット」の掲載などを行っており、今後も様々な機
会を通じて周知に取り組んでいきたい。 

＊一般的に認知されるよう県民への啓発を進めること。 

＊医師・教諭・警察官を対象にした研修会及び意見交換会を継続実施
すること。 

＊学校・家庭・地域に向けて、脳脊髄液減少症に関する情報を提供す
るとともに、重症化の予防（水分補給と安静）など周知徹底を引き
続き行なうこと。特に体育授業、クラブ活動、運動会、地域行事等
の関係者と養護教諭や体育教員などには重点的におこなうこと。 

＊運転免許証更新のとき、脳脊髄液減少症の啓発をおこなうこと。ま
た更新のお知らせハガキに簡単な病気説明を入れること。 

脳脊髄液減少症に関するチラシを各運転免許センターに掲示しているところである

が、今後も交通事故に関連する病気や後遺障害等についての新たな啓発資料があれば、

各免許センターに備え付ける。 

更新のお知らせはがきは、免許更新手続に関する説明が記載されており、病気に関す
る説明を記載するための十分なスペースがなく、説明の掲載は困難である。 
 
 
 
 
 
 



 19

要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

◎国は出生率向上、不妊治療や子育て支援拡充に大きく舵を切ったが、
本県はさらにその上をいく施策を実施すること。 

平成２２年に「子育て王国」の建国を宣言して以降、本県では、小児医療費の助成拡
大や保育料無償化、在宅育児世帯への支援等、全国に先駆けた子育て支援を展開してい
る。 
 令和元年１０月に開始された国の幼児教育・保育無償化を契機としてさらに取組を進
め、「子育て王国」にふさわしい、全国の一歩先を行く子育て支援を展開すべく、令和２
年度から高校生の通学費助成や産後ケアの無償化、不妊治療費の助成拡大を行うほか、
地域の仲人さんによる結婚支援強化等に取り組んでいる。 
 今般、国が不妊治療費に対する保険適用の検討や支援拡充を行うことに併せて、さら
なる単県制度の見直しを行い、助成の充実を図ることとしており、１月臨時補正予算に
計上した。また、令和３年度当初予算案において産後ケア利用料無償化事業補助金の拡
充を検討している。 
・とっとり婚活応援プロジェクト事業 ３２，６９７千円 
・高校生通学費助成事業 ３７，８９５千円 
・願いに寄り添う妊娠・出産応援事業（特定不妊治療費助成金交付事業）  

２１５，１１６千円 
・産後ママと赤ちゃんすくすく応援事業 ６，０００千円 

◎特定不妊治療において、国は２０２２年４月の診療報酬改定に合わせ
保険適用を目指している。その間、県として切れ目なく支援を継続・
拡充すること。 

令和３年度においても特定不妊治療費助成の県上乗せ額を拡充するなどし、引き続き
実施していく。 
・願いに寄り添う妊娠・出産応援事業（特定不妊治療費助成金交付事業） 

２１５，１１６千円 

◎「不育症」の周知徹底と相談窓口の充実、そして治療費助成支援を継
続すること。 

不育症の周知については、セミナーを開催し不育症の症状、治療内容等について知識 
の普及啓発に努めているところであり、相談への対応として、県の東・西部（東部：県
立中央病院内、西部：イオンモール日吉津店内）に不妊専門相談センターを設置して、
電話、メール、面談などの相談対応を行っている。また、不育症治療に対する支援につ
いて、不育症検査費に対し県が助成を行うことをとともに、治療費助成を行っている市
町村に対して、市町村が助成する額の一部補助を実施する。 
・願いに寄り添う妊娠・出産応援事業（不妊専門相談センター運営事業） 

１，９９４千円 
・願いに寄り添う妊娠・出産応援事業（不育症検査費等支援事業） １，０００千円 
・とっとり版ネウボラ推進事業                １５，９８５千円 

◎不妊症・不育症の患者さんを心理面で支える「グリーフケア」の普及
を進めること。 

県東・西部の不妊専門相談センターにおいて患者さんの思いを伺うなどして寄り添っ
た相談支援を行っている。 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

◎食物アレルギーショック事故防止のため、エピペンの適正な利用普及
を進めること。 

食物アレルギーに関する最新の知見を学び、アナフィラキシーショックへの適切な対 
応など現場での対応力向上を図るため、児童福祉や教育機関関係者等を対象にした研修 
会を開催することとしている。 
また、アレルギー疾患医療拠点病院（鳥取大学医学部附属病院）が中心となって、患

者やその家族に対して食物アレルギーに関する正しい知識やエピペンの適正利用などの
普及啓発を進めていくこととしている。 
・アレルギー対策推進事業 １，２１４千円 

《高齢者対策》 
◎高齢者を犯罪事故や孤独死から守り、安全で安心して暮らし続けられ
ることができる社会づくりを推進すること。 

一人暮らしの高齢者などの見守りが必要な者については、市町村と市町村社協が連携
して、民生委員や福祉スタッフによる見守り活動や地域サロンなどにより居場所づくり
や交流活動等を行っている。 
今後も継続した見守りを実施するよう市町村に働きかけを行っていく。 

◎高齢者が地域で医療、介護、生活支援サービス等一体的に受けられる
「地域包括ケアシステム」の構築に市町村と連携し取り組むこと。 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、介護予防・日常生活支援総合事業の充実や在

宅医療・介護連携の取組等について、市町村の取組を支援していく。 

・地域包括ケア推進支援事業 ２５，１８１千円 

◎高齢者の経済的負担感を軽減する対策をおこなうこと。 介護保険制度において、低所得高齢者に対する介護保険料や利用者負担の軽減措置が

設けられており、県も国、市町村とともに公費負担しているところであり、今後も引き

続き実施していく。 

・介護保険料・利用者負担軽減事業 ２０３，５１２千円 

◎高齢者雇用をすすめること。今後の国の施策を取り入れながら、県立
ハローワークで力をいれて対応すること。高齢者の貧困対策としても
進めること。 

県立ハローワークでは、高齢者向けの企業説明会や出張相談の実施、ワークシェア

リングなど生涯現役に向けた就業支援の取組を行うとともに、市町村等関係機関と連

携し、求職者と求人企業のマッチングにつなげるための交流会や企業説明会、新たな

働き方を啓発するセミナー等に取り組んでおり、引き続き高齢者等の新規就業者の掘

り起こしを進めていく。 

・鳥取県立（鳥取・倉吉・米子・境港）ハローワーク管理運営事業 

１１１，４８５千円 

・シニア等新規就業促進事業                    １，６００千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

◎認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）の推進で医療・介護連
携、予防・治療の研究、認知症の人を含む高齢者にやさしい地域づく
りを強く推進すること。特に、 
＊認知症の人と家族への相談支援体制を推進すること。 
＊認知症予防プログラムの全県への展開を推進すること。 

認知症に関する専門的な診断等を行う認知症疾患医療センターを県内５箇所で運営す 
るとともに、認知症サポート医の養成やかかりつけ医をはじめとした医療従事者に対す 
る早期発見や対応力向上研修の実施など、認知症医療連携体制の充実を図っていく。 
また、認知症サポーター（認知症を正しく理解し認知症の人や家族を温かく見守る応 

援者）の養成や認知症に関する相談支援体制窓口として認知症コールセンターの設置・ 
運営を行っていく。 
とっとり方式認知症予防プログラムについても、新たに市町村等が行う介護予防教室

等に同プログラム指導者等を派遣するなど、地域の認知症予防教室の立上を支援するこ
とを令和３年度当初予算案で検討しており、全県展開に向けて取り組んでいく。 
・認知症サポートプロジェクト事業 ５７，７０２千円 
・「とっとり方式認知症予防プログラム」普及促進事業 ４，８７１千円 

《健康政策》 
◎中高齢者の健康づくり、フレイル予防は、コロナ禍で運動不足が指摘
されている今だからこそ強力に進めること。 

現在、自治会や地域の活動団体のほか市町村が主体となって、創意工夫を凝らした健
康づくりや介護予防の取組が実施されているところであり、今後も「健康づくり鳥取モ
デル事業」の更なる活用を進め、県下全域に健康づくりの取組が広がっていくよう横展
開していく。 
・ココカラげんき鳥取県推進事業（健康づくり鳥取モデル事業（地域住民向け）） 

２，０００千円 

＊「小さな拠点」や町内会公民館などを活用して、健康づくり鳥取モデ
ル事業（地域住民向け）、認知予防、コミュニケーションづくり、食
生活改善等を推進し、地域ごとの健康づくり、フレイル予防を県下全
域に広げること。 

＊スマホアプリなどを使って、県民に楽しくウオーキング習慣を身につ
けるよう進めること。 

令和２年度からスマートフォンのアプリを活用した「あるくと健康！うごくと元気！
キャンペーン（とっとり健康ポイント事業）」を実施したところ、これまで以上の参加者
があった。引き続き、スマートフォンのアプリを活用したキャンペーン等を実施してい
く。 
・ココカラげんき鳥取県推進事業（あるくと健康！うごくと元気！キャンペーン（と 
っとり健康ポイント事業）） ６，０８０千円 

◎健康生活を長く送るために、そして医療費や介護費を抑制するため
に、総合的な「健康マイレージ」制度の一層の推進をはかること。そ
のために、協会けんぽ鳥取支部が実施している「健康経営マイレージ
事業」などの取り組みを参考にして施策を実施すること。 

総合的な健康づくり推進のため、令和２年度より実施しているアプリを活用した「あ
るくと健康！うごくと元気！キャンペーン（とっとり健康ポイント事業）」において、ウ
オーキングだけでなく、スポーツ活動や健康づくりイベント、ボランティア活動等も幅
広くポイントの対象とすることとしており、事業の実施にあたっては、市町村や協会け
んぽ等の医療保険者とも連携して、県内全域で当該事業が展開されるよう努めていく。 
・ココカラげんき鳥取県推進事業（あるくと健康！うごくと元気！キャンペーン（と 
っとり健康ポイント事業）） ６，０８０千円 
また、個人や地域の公民館その他の団体を通して、スポーツ、運動はもとより、アウ

トドアアクティビティやスマートスポーツに取り組む方に体力・健康づくりに関する目
標を書面で宣言していただき、日々の定期的な取組を促す運動を展開する。 
・スポトピアとっとり推進事業（「プチ体力・健康づくり宣言」を通じた健康づくりの促

進） １，０００千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

＜福祉保健ほか＞ 
◎生活保護者について、就業支援や生活自立支援を積極的にすすめるこ
と。 

生活保護受給者に対しては、稼働能力や就労意欲に応じて段階的に被保護者自立（就
労）支援事業を実施している。 
就労による自立の可能性が高い者については、ハローワークのコーディネーターに繋

ぎハローワークと連携して支援を行ったり、福祉事務所に配置している就労支援員が個
別の求人開拓やハローワークへの同行などの支援を行っている。 
また、就労意欲や能力等に課題を抱える者については、就労経験や社会体験を積む場

として協力をしていただける地域の企業や事業所等の開拓を行っており、このような活
動を通じて生活習慣の改善等生活自立についても積極的に支援をすることとしている。 
 令和３年度は、中部福祉事務所は三朝町社会福祉協議会に委託実施することとしてい
る。 
 なお、１月臨時補正予算において、生活困窮者に係る総合支援体制の拡充を行った。 
・【１月臨時補正】生活困窮者に係る総合支援拡充事業 ３７，１８４千円 
・生活困窮者に係る総合支援事業（被保護者自立（就労）支援事業）  

５，１６６千円（委託料、人件費含む。） 

◎鳥取県更生保護給産会の施設老朽化のため全面改築工事が行われる。
日頃より犯罪者など更生復帰と地域社会の安全に尽力を頂いており、
改修工事に対して財政支援を行うこと。 

※令和５年３月竣工予定総事業費：３億５千万円見込み構造規模：鉄骨
３階建 定員：２０名 

鳥取県更生保護給産会の施設建て替えについては、着工予定の令和４年度に向けて今
後検討する。 

◎更生保護団体（更生保護法人鳥取県更生保護給産会）助成事業の推進
及び周知徹底すること。 

矯正施設出所者の円滑な社会復帰につなげるため、鳥取県更生保護給産会が入所者に
対して行う教養啓発、環境調整及び出所者出迎え等への取組に関する助成を行っており、
継続して実施する。 
・鳥取県社会福祉事業包括支援事業（鳥取県更生保護給産会補助金） ８０千円 

◎ひとり親世帯などへの住宅支援を推進すること。 
県営住宅ではひとり親世帯などの優先入居や収入状況による減免を
行っている。また、民間住宅については住宅セーフティ法に基づき、
住居確保配慮者の入居を拒まない民間住宅を登録する制度を設け、登
録した住宅に県・市町村で協調して家賃補助を行う制度を創設してお
り、鳥取市、倉吉市、南部町が制度を設けている。他の市町村にも「住
居確保配慮者の入居を拒まない民間住宅を登録する」制度を創設する
よう取り組むこと。 

住宅セーフティネット法では、住宅確保要配慮者の入居を拒まない民間住宅の登録を

県又は中核市が行うこととなっており、本県では県又は鳥取市が制度を設け登録事務を

行っている。 

ひとり親世帯を含む住宅確保要配慮者の家賃助成については、鳥取県居住支援協議会
などの機会を通じて他の市町村にも制度創設を働きかけていく。 
・住宅セーフティネット支援事業１２，２３４千円 
また、生活や子育てに課題を抱えるひとり親家庭が適切な支援を受けられるよう、土

曜日や電話で気軽に相談できる窓口を設置し、支援が必要なひとり親の市町村等の支援
機関への橋渡しを行うほか、地域に出向いての出張相談会の開催や福祉事務所等の窓口
へ同行し申請手続きを支援する事業について、令和３年度当初予算案で検討している。 
・ひとり親家庭寄り添い支援事業 ３，２００千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

◎保育・介護職員の処遇改善をすすめ、人材確保をすすめること。同時
に本来働き甲斐がある誇り高い仕事であるとの認識が定着できるよ
う、県民の意識向上と職場改善を働きかけること。 

介護職員処遇改善については、平成２７年度に介護職員１人当たり月額１万２千円相

当の拡充、平成２９年度に月額平均１万円の処遇改善加算、平成３０年度には介護報酬

改定が０．５４％増と処遇改善に向けた対応が図られている。また、令和元年１０月に

は消費税率引上げにあわせて、「新しい経済政策パッケージ（２０１７年１２月８日閣議

決定）」に基づき、介護サービス事業所における勤続年数１０年以上の介護福祉士等に対

して月額平均８万円相当の処遇改善が行われたところである。県は、事業者が加算取得

要件を満たすよう制度周知等の広報や、加算取得に向けた相談・説明会等の開催などに

よる事業者支援を実施していく。 

なお、介護事業所で勤務する若手職員を対象に、介護の仕事のやりがい・楽しさを感

じ、モチベーションを高め、介護人材ネットワークづくりを行う研修会を開催していく。 

・介護職員向け研修・職場環境向上事業 

（介護職員処遇改善加算取得対策事業）       ２３０千円 

（介護職員処遇改善加算取得相談窓口設置事業） １，７５４千円 

（若手従事者のための介護の未来創造研修事業）   ８１０千円 
 
保育士・保育教諭の処遇改善については、子ども・子育て支援新制度開始前に比べ、

国において保育士（民間）全職員について約９％の処遇改善が行われたほか、技能・経
験に応じて最大４万円の処遇改善が行われている。また、県単独加配の補助金において
も単価引き上げを行い、各園で加配保育士も含めて処遇改善が実施できるよう予算措置
を行っている。なお、保育士のさらなる処遇改善を実行するよう、令和２年１１月に国
へ要望を行った。 
また、保育士・保育所支援センターによる潜在保育士等の就職支援や現職保育士の相

談窓口の設置などを引き続き実施するとともに、保育士養成校に進学する学生に対する
修学資金貸付などの経済支援を行い、人材確保に取り組んでいく。また、就職後の自身
を容易に想像しやすい若手保育士を活用し、県外の保育士養成施設に在籍する学生や県
内高校生等を対象とした積極的な魅力発信にも取り組み人材確保を進める。 
・保育の未来人財を呼び込む魅力発信事業  ３，５３６千円 
・保育士確保対策強化事業        ８２，０７４千円 

【生活環境対策】 
◎淀江産業廃棄物管理型最終処分場整備に当たっては、あらゆる対策を
立てて住民の不安を解消するよう、鳥取県環境管理事業センターに求
めること。 

環境管理事業センターは、国基準を上回る三重の遮水工など安全対策等を講じること
とされており、県議会、米子市議会等の意見も踏まえ、条例手続終了後も計画に係る住
民理解を更に深めるため、地域等の会合に出向き、計画の概要や安全対策等について説
明されるとともに、令和２年には新聞広告等を利用した情報発信も行われたところであ
る。 
県としても、地元住民の不安解消のため、引き続きセンターに助言していくとともに、

必要な情報も積極的に提供していく。 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

◎水素社会実現にむけ鳥取県が条件不利地域における「水素社会」のト
ップランナーを目指すこと。 
・水素社会の普及モデルづくり、小・中・高生への環境教育を推進す

ること。 
・水素社会へ向けての普及誘導施策を推進すること。 

水素社会の実現に向けては、産学官の団体による「鳥取県水素エネルギー推進協議会」
を組織し、水素エネルギーの実証・教育施設である「鳥取すいそ学びうむ」を拠点とし
て、子どもたちの環境教育の推進や幅広い普及啓発等に取り組んでいる。 
 なお、水素エネルギーの利用拡大にあたっては未だコストや技術面における課題が多
く、現在国主導で様々な研究・実証事業が進められている段階にあることから、これら
の技術開発等の動向を注視しつつ、今後の施策を検討していきたい。 
・水素エネルギー推進事業 ４，３９６千円 

◎２０３０年、２０５０年に向けてさらなる再生可能エネルギーの導入
をすすめること。 

本県は、令和２年３月に策定した「令和新時代とっとり環境イニシアティブプラン」
において、２０５０年カーボンニュートラルの実現といった長期目標を見据え、２０３
０年度の二酸化炭素４０％削減（２０１３年度比）を目標として掲げて、温室効果ガス
削減の取組を進めている。 
脱炭素ライフスタイルへの転換に向けて、令和３年度当初予算案において、家庭や企

業等におけるエネルギー消費量の削減とともに小水力発電など地域が主体となった再生
可能エネルギー導入の取組を支援するほか、県内企業等における再エネ 100 宣言 RE 
Action への参加などを支援することを検討しており、環境や暮らしと調和し、家庭や地
元企業等が主体となった再生可能エネルギーの導入を進めていく。 
・鳥取発地産エネルギー活用推進事業 ２８，２００千円 
・企業の再エネ100宣言RE Action推進・再エネ活用支援事業 ９，３７４千円 

◎犬猫の殺処分ゼロを目指すこと。 令和３年３月に改定する「鳥取県動物愛護管理推進計画（第３次）」において、国の「動
物の愛護及び管理に関する施策を総合的に推進するための基本的な指針」に基づき、致    
死処分ゼロの考え方を整理した上で、犬猫の致死処分頭数ゼロを最終目標（令和１２年
度目標）として掲げ、その実現に向けた取組を進めていく。 
・動物愛護管理推進事業          ９，７９６千円 
・動物愛護管理センター機能支援事業   ２８，４０３千円 

◎動物愛護管理推進事業を継続すること。 動物愛護管理推進事業は、法に基づく犬猫の収容・管理・譲渡や動物の適正飼養の普
及啓発等を行うものであり、継続して実施する。 
・動物愛護管理推進事業 ９，７９６千円 

◎ストーカー被害防止対策を継続して実施すること。 ストーカー被害防止を含め、引き続き犯罪のないまちづくりを推進していく。 
・犯罪のないまちづくり普及啓発事業 １，７３１千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

【地域対策、経済の活性化・雇用の創出等】 
◎県内製造業の活性化のためのあらゆる施策を実施すること。 

現下のコロナ禍からの再生とコロナ後の持続的な産業発展を目指すべくグランドデザ
インとして、今年度末に鳥取県産業振興未来ビジョンを策定予定である。今後、同ビジ
ョンに基づき、新型コロナ感染症拡大によって経営・雇用面での影響を大きく受けた業
種の早期再生に取り組むとともに、デジタル・トランスフォーメーション推進による事
業活動の生産性向上と付加価値創造、カーボンニュートラル社会実現に向けた脱炭素関
連産業需要の獲得、さらには働く人や拠点の都市圏からの分散取り込みなど重点的に推
進しながら、ものづくり産業の持続的発展を図っていく。 
・【１月臨時補正】県内企業多角化・新展開応援事業       １００，０００千円 
・とっとりＤＸ推進事業                    ３７，０２０千円 
・鳥取県産業成長応援補助金                   １，００１，０００千円 
・オープンイノベーション新事業創出事業                １０，０００千円 
・地域活性化雇用創造プロジェクト事業（地域雇用再生コース）   ４５，００１千円 
・「ふるさと来 LOVE とっとり」関係人口創出事業         ７４，３６４千円 

◎共同受注製造体制への支援を継続することや、完成品製造など突破口
を開く対策を進めること。また異業種進出への支援を検討すること。 

精密加工業など県内中小企業の新商品・技術開発、共同受注及び新分野進出等を支援
する事業については、補助事業として令和３年度も継続して実施する。特に、共同受注
については各産業支援機関が連携して必要なコーディネートを行うなど共同受注体制の
構築に向けた実効性のある経営支援に取り組むこととしている。 
・革新的事業創出支援事業 ２４，７０８千円 
・鳥取県産業成長応援補助金 １，００１，０００千円 

◎成長分野への企業の新規参入・立ち上げ支援、規模拡大に積極的に取
り組むこと。 

 先端ＩＣＴや医療機器開発など成長分野をはじめ、県内中小企業の新分野進出等に向
けた新たなチャレンジや事業の成長・拡大を支援する事業に取り組むこととしている。 
・とっとりＤＸ推進事業                    ３７，０２０千円 
・生産性革命！ロボットエンジニア育成推進事業         １０，４７９千円 
・医工連携推進事業（公益財団法人鳥取県産業振興機構運営交付金）２８，０１３千円 
・鳥取県産業成長応援補助金               １，００１，０００千円 

◎県内中小零細企業の経営支援を強力に推進すること。 商工団体が小規模企業振興基本法等に基づき起業・創業、新事業展開、事業承継など
の経営支援が行えるよう、引き続き交付金による支援を行う。 
また、経営支援と金融支援を一体的に推進するため、商工団体、金融機関等による「と

っとり企業支援ネットワーク」により連携支援体制を構築している。こうした支援体制
について、令和３年度も継続していく。 
・小規模事業者等経営支援交付金（商工会・商工会連合会、商工会議所） 

 ８７３，１３７千円 
・中小企業連携組織支援交付金                １００，４８５千円 
・とっとり企業支援ネットワーク連携強化事業          ２８，２０６千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

◎特長ある技術を有する県内企業に対して、その応用や事業展開拡大な
どについて、支援すること。特に相談体制などを設け、それら技術の
拾い上げとアドバイスをすすめること。 

企業訪問等により企業ニーズを把握し、鳥取県産業技術センターや鳥取県産業振興機
構と連携して、技術開発・産学連携・販路開拓など必要な支援に取り組んでいくととも
に、産業成長応援補助金において、県内中小企業の先進的な技術を活用した設備投資を
重点的に支援するなど、引き続き必要な支援を行っていく。 
・鳥取県産業成長応援補助金 １，００１，０００千円 

◎山陰文化観光圏、山陰海岸ジオパーク、県内高速道路網などを生かし
た観光や物流などの産業振興を図り、雇用情勢を改善すること。 

自然、歴史、文化、伝統芸能、食などの本県固有の観光資源を活かした観光誘客をさ
らに促進し、観光消費額の増加を図ることで、観光の基幹産業化に向けて取り組んでい
く。 
鳥取自動車道や山陰自動車道の整備は、県内企業の物流時間や安全かつ安定的な物流

に貢献し、また、広域的な物の流れを呼び込むことから、県内港湾、空港等との接続な
どを含め、引続き物流インフラを活用した産業振興に取組む。 
・境港利用促進事業 １８，７４６千円 

◎直接雇用も含め、新たな雇用を創出すること。 
＊若者の正規雇用をすすめること。 

学生の県内企業への就職を促進するため、引き続き大学生や高校生等に県内企業や県
内就職の魅力を紹介する情報誌を配布するとともに、ふるさと鳥取アプリ「とりふる」
を活用した情報発信、大手就活サイトでの鳥取県特設ページの開設や県内企業を紹介す
る動画の配信、合同企業説明会の開催など、県内企業情報の発信に取り組む。 

また、県内企業に対して、大手就活サイトへの掲載や企業ＰＲ動画制作などの情報発
信、ＡＩ・ＷＥＢ面接導入や採用試験受験学生に対する交通費支給に係る経費を支援す
るとともに、大学等と連携しながらリモートインターンシップを含む「とっとりインタ
ーンシップ」を推進し、学生の就職意識の醸成や県内企業への理解を深めることにより、
学生の県内就職を促進する。 

さらに、県立ハローワークでは、正社員を目指す若者の就職活動の応援や就職情報の
提供、応募書類の作成、就職後の悩み相談まで一貫した支援を行うとともに、東京・関
西のハローワークやふるさと鳥取県定住機構と連携し、県内企業を紹介するフェアの開
催や出展、就職相談会の開催などの取組により学生や移住者の県内企業への就職を支援
していく。 
・とっとり企業魅力発信・採用活動支援事業 ４６，２４４千円 
・とっとりインターンシップ推進事業    ４２，６８６千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

＊「就職氷河期世代」の就労支援をすすめること。 就職氷河期世代の支援対象者の掘り起しのための情報発信、企業見学ツアー、求人促
進のための企業向けセミナー、新たにフルタイム勤務への不安を取り除くためのインタ
ーンシップ（職場体験）の実施、同世代で就職難を経験した人の経験談を共有するため
のピアサポートセミナーの開催などにより、正規雇用への就業を支援する。 

また、就職氷河期世代等の安定就労のための職業訓練機会の充実や国家資格取得のた
めの職業訓練の広報強化を図る。 

県立ハローワークでは、就職氷河期世代を対象とした職業的自立に向けた意識醸成や
求職活動に必要なスキル向上を目的としたセミナーや企業説明会を開催し、正規雇用就
業を支援する。 
・就職氷河期世代活躍支援事業  １０，９８６千円 
・職業訓練改革強化事業     ３３，４０７千円 
・鳥取県立（鳥取・倉吉・米子・境港）ハローワーク管理運営事業１１１，４８５千円 

＊ＩＪＵターンにより定住促進を推進すること。特に、県外新卒Ｕタ
ーン希望者への情報提供を強化すること。 

鳥取県出身者等の潜在的な移住希望者（移住潜在層）に向けた情報発信を強化し、Ｉ

ＪＵターンを促進する。また、学生・保護者等に向けて県内就職やとっとり暮らしの魅

力発信を行うとともに、市町村や関係団体の就活関連情報を収集し、スマートフォンア

プリ「とりふる」で一元的に情報発信を行う「プラットフォーム化」を推進する等、県

内企業情報等の発信を強化する。 

・移住定住促進情報発信事業  ４，９７２千円 

・若者県内就職強化事業   ４３，２５９千円 

＊関東の大学も含めた県外大学との就職支援協定を更に積極的にす
すめ、県内人材確保をすすめること。 

県内人材確保のため、大学連携担当の就職コーディネーター（ふるさと鳥取県定住機
構委託）を設置しており、関東の大学も含めた働きかけを強化し、県外大学との就職支
援協定を進めていく。 
・若者県内就職強化事業 ４３，２５９千円 

＊農林水産業における就業サポート事業は、枠を拡大して継続実施す
ること。 

農業への雇用の定着促進を図るため、雇用創出を推進する目的から、真に雇用が必要
で中核職員として人材育成をしていく意欲の高い事業者を支援するよう、令和３年度も
継続実施することとし、当初予算案において検討している。 

・農の雇用ステップアップ支援事業 ４４，５８９千円 

林業への雇用の定着促進を図るため、意欲の高い事業者等を支援する方向で事業内容
を見直し、継続実施するよう当初予算で検討している。 

・鳥取県版緑の雇用支援事業 ４６，５８１千円 

・森林整備担い手育成総合対策事業 ４１，９９６千円 

高齢化と後継者不足による活力低下が進む漁村の担い手を確保するため、新規就業希
望者の受入れ、指導及び着業に必要な支援を行うことを当初予算案で検討している。 

・漁業就業者確保対策事業 １１６，１８８千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

＊女性への就業支援を充実すること。 県立ハローワークでは、女性が働きやすい企業の紹介や短時間労働などの勤務条件の

調整、女性の活躍を応援する企業を集めた企業説明会、市町村での子育て出張相談など

を通じて引き続き女性の就業を支援していく。 

・鳥取県立（鳥取・倉吉・米子・境港）ハローワーク管理運営事業１１１，４８５千円 

◎鳥取県立ハローワークとして、受刑者の就労支援を一層進めること。 刑務所出所者等の就業を支援するため、県立鳥取ハローワークに専門就業支援員を配

置し、企業訪問による啓発活動や刑務所受刑者への職業教育、更生保護施設と連携した

職業紹介などの支援に取り組んでいる。令和３年度からは、専門就業支援員による稼働

日数を増やし、中・西部の県立ハローワークと連動して企業啓発活動や就業支援を県全

域に広げていくことを令和３年度当初予算案で検討している。 

・鳥取県立（鳥取・倉吉・米子・境港）ハローワーク管理運営事業１１１，４８５千円 

◎ブラック企業対策を推進すること。 長時間労働の是正、年次有給休暇５日取得義務付けや同一労働同一賃金への対応等、
県内企業の働き方改革を促進するため、社会保険労務士等の専門家を派遣するなど、引
き続き労務環境改善に向けた普及啓発を行っていく。 
・働きやすい鳥取県づくり推進事業 １５，３２３千円 

◎交通基盤の整備をすすめること。 
＊特急列車増便など、山陰海岸世界ジオパークを走る山陰本線東側の
利便向上を図ること。 

山陰本線や福知山線の利便性の向上に向けては、鳥取県、兵庫県、沿線市町村等で構

成する「山陰本線・福知山線複線電化促進期成同盟会」において、高速化や電化のほか、

特急「はまかぜ」の全便鳥取駅延伸、兵庫県と鳥取県を結ぶ普通列車の直通運転化・乗

り継ぎ改善などについて国土交通省やＪＲに対し要望活動を続けており、鉄道事業者の

経営状況を見据えながら、今後も引き続き働きかけていく。 

・鉄道対策費 ３，７５６千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

＊県内高速道路網の全面開通と整備、高速道路網を補完する地域高規
格道路網の整備促進、高速道路網の４車線化と付加車線の整備をす
すめること。特に、米子自動車道４車線化の進捗を早めること、並
びに鳥取自動車道の付加車線増と４車線化を進めること。 

県内の高速道路ネットワークのミッシングリンクの早期解消及び高速道路の暫定２車

線の早期解消について、令和２年１１月１３日及び令和３年１月２６日に国に要望した。

今後も引き続き予算の重点配分などを国に働きかけていく。 

・直轄道路事業費負担金 ２，２１０，８３４千円 

・【１月臨時補正】直轄道路事業費負担金   １２９，７００千円 

・地域高規格道路整備事業 ５，０４２，０００千円 

・【１月臨時補正】地域高規格道路整備事業 ２，７４３，０００千円 

 

 山陰道（北条道路）は、令和８年度の開通に向けて、橋梁工事、改良工事等が進捗し

ており、今後も引き続き早期整備を国に働きかけていく。 

山陰近畿自動車道（鳥取～覚寺間）は都市計画手続中であり、公聴会等で寄せられた
意見の対応方針について、国で対応を検討している。今後も引き続き、早期事業化を国
に働きかけていく。あわせて、令和３年度当初予算案において、南北線整備後の道路網
将来構想の検討及びアクセス道路の路線選定等に係る予算を検討している。 
・単県道路調査費（南北線周辺道路網検討） １０，０００千円 
 
米子自動車道については、「高速道路における安全・安心基本計画」において暫定２車

線区間が全て４車線化の優先整備区間に選定され、令和３年度には県境部の蒜山ＩＣ～
江府ＩＣ間が新規事業化された。残りの区間についても、国及び西日本高速道路株式会
社に早期事業化を働きかけていく。また、鳥取自動車道、山陰道の付加車線による暫定
２車線の早期解消についても、引き続き国に働きかけていく。 

＊米子－境港間の高速道路整備を早期に進めること。 米子・境港間の高規格道路については、１１月１３日に沿線の米子市、境港市、日吉
津村と連携して国に早期事業化を要望した。１１月２０日に国主導で「中海・宍道湖圏
域道路整備勉強会」が開催され、現在、広域的な観点で必要性の整理が行われていると
ころであるが、引き続き沿線市町村と連携し、早期事業化を国に働きかけていく。併せ
て、令和３年度当初予算案において、地域意見のとりまとめなど早期事業化につなげる
ための予算を検討している。 
・ミッシングリンク解消推進事業 ２５，８３０千円 

＊山陰近畿自動車道、北条湯原道路、江府三次道路の整備を促進する
こと。 

地域高規格道路については、令和一桁前半の供用を目標としている山陰近畿自動車道
（岩美道路）のほか、北条湯原道路（北条ジャンクションを含む）、江府三次道路につい
ても、引き続き予算の重点配分を国に働きかけていく。 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

＊智頭急行「スーパーはくと」の米子駅までの延長乗り入れを進める
こと。 

山陽・京阪神方面から米子駅には伯備線の特急「やくも」が運行しているとともに、

山陰本線には、特急「まつかぜ」が運行している状況にある。 

「スーパーはくと」の米子駅への乗り入れを実現するためには、収益が確保されるこ
とが必要であり、地元自治体や経済団体が連携した、京阪神等からの誘客策や需要喚起
の取組等を着実に行いながら、粘り強くＪＲに要請していくことが重要である。県とし
ても必要に応じてその取組を支援していく。 

◎北東アジアのゲートウエイ・境港では、境夢みなとターミナルが完成
した。ターミナルと夢みなとタワーを中心にして、周辺の賑わいづく
りを進めること。 

令和２年４月に境夢みなとターミナルが供用を開始したが、コロナ禍により令和２年
度に寄港を予定していたクルーズ客船はすべてキャンセルとなった。そのような中でも、
新型コロナウイルス感染拡大防止措置を講じながら、展望デッキでのビアガーデン、厄
除け打ち上げ花火、ｅスポーツ大会等が開催され、夢みなとタワーにおいても夢みなと
公園夏祭り等を開催している。 
今後も、新型コロナウイルスの感染拡大状況等を注視しながら境夢みなとターミナル

と夢みなとタワーが連携しながら周辺の賑わいづくりに資する事業を検討する。 

◎境港の港湾機能充実・整備を推進すること。 
＊境港への国内ＲＯＲＯ船定期航路化・日本海側の海上輸送のミッシ
ングリンク解消に向けた貨物需要の拡大・掘り起しを一段と推進す
ること。 

ＲＯＲＯ船については、令和３年度の準定期寄港を実現させ、令和４年度以降の定期
寄港に向けて船社に対して要請を継続し、取扱貨物についても荷主、物流企業等と連携
し需要の拡大・掘り起こしを図る。 
・境港管理組合負担金（ＲＯＲＯ船航路開設推進事業） ５６，６７４千円 

＊竹内南地区貨客船ターミナルへのアクセス道路について高規格幹
線道路網を含めた弓ケ浜半島全体の道路整備を進めること。 

現在行っている「中海・宍道湖圏域道路整備勉強会」での議論も踏まえ、米子・境港
間の高規格道路の早期事業化を国に働きかけるとともに、港湾アクセス道路も含めた弓
ヶ浜半島全体の道路網についても今後検討していく。 

◎越境ＥＣの推進を図ること。 
国境を越えて行われる電子商取引「超境ＥＣ」を利用しての新たな海
外販路開拓にチャレンジする行政・企業を対象とした「超境ＥＣセミ
ナー」等を継続的に開催すること。 

オンラインを活用した海外展開企業育成塾の開催や動画作成支援など、オンラインに
よる海外展開の体制強化及びビジネスマッチング等の取組を通じて、越境ＥＣをはじめ
とするオンラインによる県内企業の海外展開の取組を支援する。 
・ニューノーマル（新常態）型海外需要獲得強化事業 １１，４２６千円 

◎公共交通機関の利用拡大をすすめること。 
＊交通弱者対策を推進すること（ホーム、待合所、停留所などの設備
整備支援）。 

公共交通機関のバリアフリー化に向け、バス停留所や待合所の整備に加え、バス車両

のノンステップ化に対する支援を続けるほか、交通弱者の方との意見交換の中での提案

や要望についても、適宜、交通事業者や道路管理者に伝えていく。 

また、令和３年度は新たにバス停周辺の既存施設（コンビニやスーパーのイートイン

スペースなど）を活用したバス待合環境を整備する市町村への支援を行う。 

・コロナ時代に対応した公共交通変革事業 １９，０００千円 

＊パークアンドライドを推進すること。また、市街地でのバス最終便
の時間を遅くすること（公共交通機関利用を勧めながら、イベント
や公演終了時間にはバス便は終了していて、利用できない）。 

パークアンドライドについては、ＪＲ米子支社において鳥取駅、伯耆大山駅等で既に

行われているが、さらなる拡充について、意見交換を行う。 

また、バスの運行時間延長については、運転手の不足や働き方改革の点からも実現に

は困難を伴うと考えるが、利用状況や収益性等によっては検討の余地もあることから、

バス事業者と意見交換を行っていく。 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

＊県内公共交通機関でのキャッシュレス化を推進すること。 
・ＪＲにおいては鳥取県西部で先行してＩＣカード導入が実施されて

いる。ＪＲ西日本米子支社管内でのＩＣ対応エリア拡大に向け向け
引き続きＪＲ西日本に働きかけること。 

・路線バス等のＩＣカード導入の可能性に向けた調査研究を推進する
こと。 

山陰本線のＩＣカード導入については、鳥取県、兵庫県、沿線市町村等で構成する「山

陰本線・福知山線複線電化促進期成同盟会」において、ＪＲ西日本に対して要望を行っ

ており、鉄道事業者の経営状況を見据えながら、今後も引き続き働きかけていく。 

また、路線バス等のキャッシュレス決済の導入については、ＱＲコード決済の試行実

施を令和３年度に検討しており、今後も革新的統合移動サービス（MaaS）の検討と併

せ、交通事業者や関係機関等と導入可能性について検討していく。 

・鉄道対策費 ３，７５６千円 

・コロナ時代に対応した公共交通変革事業 １９，０００千円 

◎中山間地域の振興策を進めること。 
＊若年・中年独身者の結婚支援を推進すること。 

マッチングシステムを活用した１対１のお見合いをサポートする「えんトリー（とっ
とり出会いサポートセンター）」の相談窓口を活用して、40 代、50 代も含め幅広い年代
の方の婚活を支援していく。令和２年 12 月からは、ボランティアで仲人される方（縁結
びナビゲーター）の登録制度を「えんトリー」に創設し、縁結びナビゲーター同士の情
報交換によるお相手紹介により、システムでの婚活が苦手な方や「自分にどんな人が合
うか分からない」といった婚活初心者に対するきめ細やかなサポート、出会いの機会の
提供に取り組んでいる。 
また、結婚等の機会に「鳥取で暮らす」ことを選択する移住者を後押しするための奨

励金「ふるさとでの新しいライフステージ支援補助金」を令和２年度に創設し、鳥取で
新しいライフステージを迎える若年者を支援しており、さらに令和３年度からは要件を
緩和して、積極的に活用していただくことを令和３年度当初予算案で検討している。 
・とっとり婚活応援プロジェクト事業 ３２，６９７千円 
・移住定住受入体制整備事業     ６２，９３２千円  
・移住定住促進情報発信事業       ４，９７２千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

＊公共交通機関の確保とともに、柔軟な地域交通手段を整備するこ
と。 

県では、令和２年度から地域の実情に応じてバス・タクシー・共助交通等を組み合わ
せ可能な支援制度を導入しており、小規模高齢化集落等に居住する高齢者等へのタクシ
ー助成を行うとともに、住民ドライバーを活用した共助交通等に対して支援を行ってお
り、各市町村で地域交通の再編が進みつつある。 
令和３年度は新たに共助交通の運行管理業務をサポートする組織の立ち上げや、交通

手段同士の統合や交通と交通以外（観光、医療・福祉、商業等）の分野を連携させ、公
共交通の利便性と効率性の更なる向上を図る交通体系の構築を図る市町村の支援を行っ
ていく。 

併せて、利用者減少等により公共交通が縮小した地域等において、住民共助による移

動サポートを通じた地域人材育成を支援し、移動手段確保の取組を推進する。 

・地域交通体系鳥取モデル構築事業 ２６０，６１８千円 

・住民共助による移動サポートを通じた地域人材育成事業 ２，２００千円 

＊買い物難民解消など、生活支援を推進すること。 中山間地域の店舗が不足する地域において、生活に必要な食料品や日用品などの買い
物の支援や見守り活動など、企業や地元市町村と連携して買い物と福祉を併せたサービ
スについて、引き続き必要な支援を行っていく。 
・中山間地域買い物支援事業   １９，９１２千円 

＊中山間地域では特に高齢化が進んでおり地域力が低下している。そ
の為、防災、災害対策、生活安全対策を強力に進めること。 

高齢化が進んだ中山間地域では、災害対策として共助によりお互いが助け合い、支え
合う仕組みが不可欠であることから、「支え愛マップ」づくりのような避難支援体制を構
築する取組を通じて、共助の取組の強化を図っていく。 
また、要配慮者の避難体制の確立に向けて、市町村が福祉職と連携し個別支援計画を

作成する際の経費を支援することを令和３年度当初予算案で検討している。 
・支え愛マップ作成推進事業 ７，６１９千円 
 
また、住み慣れた地域で将来も安心して暮らすことができるよう、日常生活の不安に

対応して見守りや高齢者の居場所づくりを行うなど必要な生活サービス機能を維持・確
保するための仕組み（小さな拠点）づくりや、集落で共同で行う除雪体制づくり等住民
共助の取組を引き続き支援する。 
・暮らしを守る仕組みづくり促進事業  １，４００千円 
・安全・安心活動支援事業         ５００千円 

◎因美線・智頭急行について、高速化のための線形改良、電化、複線化、
高架化などを進めること。定時・高速大量輸送の鉄道整備は必要不可
欠である。 

因美線・智頭急行線は、鳥取県東部・中部と関西圏・山陽圏を結ぶ重要な路線であり、
国内外から地方への観光誘客を進めるためにも高速化・快適化が重要である。このこと
から、因美線の線形改良や、車両更新に向けた国庫補助制度の創設等について引き続き
国に対して要望を行っていく。 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

◎国政・地方選挙の投票率向上を強く推進すること。 
国政・地方選挙において、投票率が大幅に低下し、５０％を割り込む
ようになってきた。議会制民主主義が危機に瀕していると言わざるを
得ない。選挙管理委員会として、投票所の増加、交通不便地域での対
策、若者の投票率のＵＰへの啓発など、なすべきことがなされている
とは言いがたい。関係予算も減少している。投票率向上のために、予
算も増額して、必要十分な対策を進めること。 

令和２年３月に実施した県政参画電子アンケートでは、投票を棄権した理由で最も多
かったのは、「選挙にあまり関心がなかったから」であったこともあり、選挙管理委員会
では、新有権者となる高校生などを対象にした選挙出前講座を毎年注力して実施してい
る（今年度はコロナ禍の影響があり、実施回数が減少しているが、年間２０～３０回程
度実施）。今後も教育委員会と連携してこの取組を強化していく。 
 また、投票所の増設などの投票環境の充実に必要な経費については、選挙執行経費基
準法によって措置されており、今後も投票所の増設や投票所への移動支援の充実などを
市町村に要請するほか、市町村における取組に支障が生じないよう十分な予算措置に努
める。 

【農林水産業対策】 
◎農林水産業における就業サポート事業を継続拡大して実施すること。 

中核職員として人材育成をしていく意欲の高い事業者を支援するよう、令和３年度も
継続実施することとし、当初予算案において検討している。 

・農の雇用ステップアップ支援事業 ４４，５８９千円 

林業への雇用の定着促進を図るため、意欲の高い事業者等を支援する方向で事業内容
を見直し、継続実施するよう当初予算案で検討している。 

・鳥取県版緑の雇用支援事業 ４６，５８１千円 

・森林整備担い手育成総合対策事業 ４１，９９６千円 

高齢化と後継者不足による活力低下が進む漁村の担い手を確保するため、新規就業希
望者の受入れ、指導及び着業に必要な支援を行うことを当初予算案で検討している。 

・漁業就業者確保対策事業 １１６，１８８千円 

◎ＩＣＴを活用したスマート農業の推進を図り若者への農業振興に取
り組むこと。 

令和元年度から「スマート実証農場」を県内にモデル的に設置し、農業用ドローンや
自動操舵機械等を実証した結果、生産性能向上や新規就農の際の技術補完など一定の有
効性が確認出来たことから、スマート農機の社会実装に向けて導入コスト軽減の支援や
ドローン講習受講の支援などを行う補助制度を令和３年度当初予算案で検討している。 

・スマート農業社会実装促進事業 ３６，４６４千円 

◎耕作放棄地対策を進めること。 耕作放棄地の活用を進めるため、地域での話し合いを実施するとともに、農地中間管
理機構との連携を図った上で、基盤整備と一体的に耕作放棄地の再生に取り組める「農
業体質強化基盤整備促進支援事業」により支援できるよう、令和３年度当初予算案で検
討している。 

・農業体質強化基盤整備促進支援事業 ２１３，１３０千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

◎小規模高齢者専業農家が生活を続けていけるような対策を講じるこ
と。 

県内農家の大半を占め、地域農業を支えている小規模農家の意欲的な生産拡大や特産
物育成への取組支援について、令和３年度当初予算案において検討している。また、小
規模の農家への支援は、「中山間地域を支える水田農業支援事業」を創設して支援してい
る。なお、令和３年度に向け取り組みやすくするための要件の見直しを図ることとして
いる。 

・園芸産地活力増進事業（中山間地域等特産物育成タイプ）４，２７３千円 

・中山間地域を支える水田農業支援事業 ７，４４０千円 

◎高病原性鳥インフルエンザ、豚熱の感染防止等対策をしっかり進める
こと。 
＊飼養衛生管理対策を徹底しておこなうこと。 

畜産農家に対する家畜衛生情報の提供や改善指導について令和３年度当初予算案で検
討している。 

・家畜衛生総合対策事業  ４３，６２２千円 

豚熱感染防止対策として場内の豚運搬用のコンテナとフォークリフトを年度内に導入
予定(Ｒ２年１１月補正で前倒しで対応) であり、引き続き対策に取り組む。 

・中小家畜試験場管理費 １０，８６３千円 

発生時の制限区域の家畜や畜産物の損失補償について令和３年度当初予算案で検討し
ている。 

・特定家畜伝染病危機管理対策事業 １８８，１４０千円 

＊中小家畜試験場での感染防止を徹底しておこなうこと。 

＊養豚、養鶏、鶏卵農家に対する経営支援をおこなうこと。 

◎鳥獣被害対策を進めること。 市町村が策定した鳥獣被害防止計画に基づく対策を円滑に進めることができるよう令
和３年度当初予算案で検討している。 

・鳥獣被害総合対策事業 ２６７，３４１千円 

◎林業振興対策を進めること。 
＊生産性が高い、皆伐・再造林への支援をすすめること。 

令和７年度の素材生産量４０万ｍ3 を目指して、間伐に加えて皆伐再造林も推進して 

いく。 

・造林事業 ８８４，８１１千円 

・間伐材搬出等事業 ６４７，４００千円 

・未来を切り開く皆伐再造林推進事業 １８，５５１千円 

・路網整備推進事業 ５０３，０５４千円 

＊間伐材搬出促進事業を継続・拡充すること。 

＊山林所有者の高齢化や不明林地の増大が進む中、山林の境界確定と
手入れが行き届いていない。国・市町村に対して荒廃林地の間伐等
整備管理に力を入れるよう働きかけること。 

山林所有者の高齢化や不明林地の増大等に対応するため、市町村において新たな森林 

管理システムが円滑に推進されるよう、「新たな森林管理システム推進センター」を通じ 

て市町村をバックアップし、森林経営管理法に基づく森林の保全・管理等を進める。 

・新たな森林管理システム推進事業 １９，３００千円 

＊林業就業者定住対策の支援を充実すること。 林業就業者定住対策の支援について、令和３年度当初予算案で検討している。 

・鳥取県版緑の雇用支援事業 ４６，５８１千円 

・森林整備担い手育成総合対策事業 ４１，９９６千円 

・未来の林業を担う即戦力人材確保育成事業 ２８，４１４千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

＊林道・作業道の整備を進めること。 林道・作業道の整備は、１月臨時補正予算に計上するとともに、令和３年度当初予算

案でも検討している。 

・【１月臨時補正】県営森林環境保全整備林道事業 １７５，０００千円 

・【１月臨時補正】団体営森林環境保全整備林道事業 ９，９００千円 

・【１月臨時補正】合板・製材・集成材国際競争力強化・輸出促進対策事業（路網整備） 

９４，８３１千円 

・県営森林環境保全整備林道事業 ５００，４８９千円 

・県営農山漁村地域整備交付金林道事業 １１６，２００千円 

・県営道整備交付金林道整備事業 ３４０，０００千円 

・団体営森林環境保全整備林道事業 ３１，１００千円 

・団体営農山漁村地域整備交付金林道事業 １０５，１６７千円 

・団体営道整備交付金林道整備事業 ９１，５５０千円 

・路網整備推進事業 ５０３，０５４千円 

＊県産材・県産間伐材の需要拡大を進めること。 県産材の需要拡大については、令和３年度当初予算案で検討している。 

・非住宅木材活用推進事業 ２１，８６３千円 

＊安全性の高い製品を供給するためＪＡＳ認定工場の資格取得を支
援すること。 

事業体からの具体的な要望があれば、ＪＡＳ認定工場の資格取得の支援を検討する。 

 

＊森林に恵まれた本県では、環境対策として森林など整備してカーボ
ンオフセットを推進すること。 

県有林において森林Ｊ－クレジットをモデル的に取得済であり、民間団体等に対して 

認証取得経費の補助や取得ウハウの提供のほか、森林Ｊ－クレジットを購入しカーボ

ン・オフセットに取り組む企業や団体を優良企業等として認定するなど、森林整備によ

るカーボン・オフセットの取組を推進する。 

・森林Ｊ－クレジット推進事業  ８２４千円 

 

◎ナラ枯れ対策を進めること。 ナラ枯れ対策事業について、令和３年度当初予算案で検討している。 

・ナラ枯れ対策事業 ８２，８１６千円 

◎沿岸漁業における漁業研修希望者の指導体制を充実すること。 沿岸の漁業研修希望者には、漁業活動相談員が研修計画の策定、研修内容の調整、研

修中の面談等の支援を行い、指導にあたる漁業者の負担軽減と研修の質の向上に資する

ように、漁協とも連携しながら進めていく。 

・漁業就業者確保対策事業 １１６，１８８千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

◎境港の水産振興をすすめること。 
＊高度衛生管理型漁港の整備を推進すること。 

境漁港について、国が策定した高度衛生管理基本計画に基づき、消費者の「安心・安
全」のニーズに対応した高度衛生管理型市場、災害に強く流通拠点となる防災対応型漁
港を整備し、水産物の安定的な供給と、輸出など漁業の国際化にも対応できる力強い水
産業を推進する。 

また、専門ガイドによる境漁港見学ツアーへの支援を継続するとともに、工場見学、
料理教室及びお魚検定等各種魚食普及活動を実施する専門ガイドの雇用経費並びに取組
費用への支援を令和３年度当初予算案において検討している。 

(令和３年度当初) 

・特定漁港漁場整備事業  ５１６，０００千円 
・境港市場お魚ＰＲ事業 ３，４３８千円 

＊観光との連携をはかること。 
・境港見学ツアーを充実すること。 

◎境港本マグロのブランド化を推進すること。 境港産クロマグロの認知度向上・消費拡大を図るため、地域の幅広い関係者の連携に
よる活動に対する支援の継続を令和３年度当初予算案において検討している。 

(令和３年度当初) 

・境港市場お魚ＰＲ事業 ３，４３８千円 

◎鳥取港機能整備事業、港内浚渫工事事業の継続推進すること。 令和２年１１月２６日に国土交通省交通政策審議会第８０回港湾分科会にて鳥取港港
湾計画改訂が承認された。令和３年度から国と協力して防波堤整備、航路切り替え等整
備事業を推進するとともに港内航路浚渫を継続的に実施していく。 
・鳥取港第２防波堤延伸事業（補助） ３０，０００千円 
・鳥取港航路浚渫          ８１，０００千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

◎「食のみやこ鳥取県」を強力に推進すること。 
＊生産者としての地産他消・打って出る農家の育成を進めること。 

「食のみやこ鳥取県」を強力に推進するため、次のとおり令和３年度当初予算案で検
討している。 

○生産者の地産他消・打って出る農家の育成 

・食のみやこ鳥取県推進事業（とっとりの逸品販路開拓支援事業）１４，６９８千円 

・食のみやこ鳥取県推進事業（おいしい鳥取ＰＲ推進事業）３６，７７２千円 

・みんなでやらいや農業支援事業１４８，０７１千円 

・６次化・農商工連携支援事業 ４３，３８８千円 

 

○消費者への地産地消の啓発の推進 

・食のみやこ鳥取県推進事業（発見・体験「食のみやこ」推進事業）１８，４４８千円 

・食のみやこ鳥取県推進事業（魅力ある食づくり事業）３，４４４千円 

・食のみやこ鳥取米消費拡大事業  ８５５千円 

・コロナ後を見据えた飲食店応援事業（地産地消情報発信強化事業）２，０００千円 

 

○安心・安全な「食のみやこ鳥取県」の売り出し 

・食の安全・安心プロジェクト事業 ２０，２０５千円 

・有機・特別栽培農産物・ＧＡＰ等総合支援事業４，８０２千円 

・食のみやこ鳥取県推進事業（発見・体験「食のみやこ」推進事業）１８，４４８千円 

・食のみやこ鳥取県推進事業（魅力ある食づくり事業） ３，４４４千円 

 

○鳥取地どりピヨの生産基盤強化について、当初予算（商工労働部）での支援を検討し
ている。また、地どりピヨの消費促進については、今後、事業者の声を聞きながら、学
校給食への提供など検討する。 

・鳥取県産業成長応援補助金 １，０００，５００千円 

 

○地域産品のブランド化の推進 

・食のみやこ鳥取県推進事業（発見・体験「食のみやこ」推進事業）１８，４４８千円 

・食のみやこ鳥取県推進事業（魅力ある食づくり事業） ３，４４４千円 

・「星空舞」ブランド化加速事業 １７，７１４千円 

・「食のみやこ鳥取県」ブランド化加速事業 ４５，０００千円 

・ＧＩ（地理的表示）保護制度登録産品拡大・ブランド化事業 ９００千円 

 

 

 

 

 

＊消費者の地産地消の啓発を推進すること。 

＊安心・安全な「食のみやこ鳥取県」を強力に売り出すこと。 

＊鳥取地どりピヨの安定的な生産と拡大、消費促進をすすめること。 

＊地域産品のブランド化を進めること。 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

【鳥取県教育】 
◎引き続き県立の夜間中学校設置に取り組むこと。 

現在、県立夜間中学設置等にかかる検討のため、夜間中学への関心・意向等について
伺うアンケート調査を令和２年１２月３日から令和３年２月２６日まで実施している。 
アンケート調査は、多くの方が回答しやすいよう、県電子申請サービスを活用した電

子アンケートを実施しており、チラシにＱＲコードを添付したり、ＳＮＳで周知を図っ
たりするなどの工夫を行うとともに、新聞広報も活用し、周知を図っている。 
県立夜間中学に関するアンケート調査の集計結果を踏まえて県立夜間中学設置検討委

員会を開催し、夜間中学の在り方について検討していく。 

◎県内の小中学生で、言語障害、弱視、難聴、発達障がい、ＬＤ（学習
障害）、ＡＤＨＤ（注意欠陥多動性障害）などの子供を対象に行われ
る通級指導体制の充実強化を図ること。 

通級指導教室担当教員の授業力向上を図るため、毎年度研修会を実施するとともに、
担当者連絡会により、担当者の指導・支援に係る共通理解を図っていく。 
また、この５年間でＬＤ等専門員を２名（１２名→１４名）増員し、通級指導教室を

８教室（３２教室→４０教室）に増やすとともに、各圏域で情報交換会を開催する等、
発達障がい等の子どもに対する支援の充実を図っている。 

◎高等学校における通級の指導体制の充実強化を図ること。 特別支援学校のセンター的機能を活用して、通級を設置している高校に赴き、担当者
の指導力向上、学校体制の構築等について、助言や指導を行っている。 
平成３０年度から「高校における通級による指導」制度の運用が開始され、令和２年

度は県立高校４校を通級指導教室設置校として指定し、特別支援教育の充実に向けたモ
デル的実践に取り組んでいる。 
令和３年度は新たに１校をモデル校として指定し、高校における通級による指導の調

査・研究に取り組み、通級の指導体制の充実強化を図ることを検討している。 
・特別支援教育充実事業 ５，７４３千円 

◎不登校児童への継続的な取り組みをおこなうこと。 学校の支援体制については、学校生活適応支援員の県内１８小学校への配置や、すべ
ての市町村立中学校へのスクールカウンセラーの配置（校区の小学校の相談にも当た
る）、市町村教育委員会へのスクールソーシャルワーカーの配置に係る間接補助や人材育
成のための研修を行っており、引き続き実施していく。 
また、教職員の学級経営等の力量の向上や学校における組織的対応を充実させるため

の全県連絡協議会を令和３年度より新たに開催するとともに、令和２年８月に策定した
「不登校の理解と児童生徒支援のためのガイドブック 明日も笑顔で」を活用し、不登
校の支援の考え方・在り方について周知していく。 
さらに、不登校や不登校傾向の生徒の校内における居場所や学びの場所を確保するた

め、令和２年度より試行的に県内３つの公立中学校に「校内サポート教室」を設置して
おり、令和３年度は設置校を増やして支援の充実を図るとともに、令和元年度より行っ
ているＩＣＴ等を活用した自宅学習支援については、令和３年度は利用者枠を拡大して
支援することを検討している。 
・不登校対策事業 ９，６５９千円 
・不登校生徒等への自宅学習支援事業 ９，４３６千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

◎起立性調節障害に対する理解を教育関係者、現場への周知徹底をする
こと。 

令和２年８月に策定した「不登校の理解と児童生徒支援のためのガイドブック 明日
も笑顔で」において、起立性調節障がいに関する症状等について掲載しており、研修等
において、周知を進めている。 
また、教職員向け研修会の動画を令和２年度中に配信するとともに、令和３年度には、

同一講師を招いて教職員向け研修会を開催する予定である。 
・不登校対策事業 ９，６５９千円 
・児童生徒健康問題対策事業 １，９９４千円 

◎基礎学力の習得に、より力を入れるなど、学力の底上げを強力に推進
すること。 

全国学力・学習状況調査で明らかとなった学力課題の解決に向けて、令和２年３月に
「鳥取県学力向上推進プラン」を策定し、戦略的、短期・中長期的な視点から市町村教
育委員会と一体となった学力向上施策を進めている。 
また、今年度から児童生徒一人一人の学力の伸びを経年で測ることができる県独自の

学力調査を鳥取市、米子市の小学４年生から６年生で先行実施した。来年度は希望する
市町村の小学４年生から中学１年生で実施する予定である。全国学力調査や県学力調査
の客観的なデータを活用するとともに、基礎学力の取得に向けて到達度を確認するため
の単元到達度評価問題を配信したり、算数の授業改善に係る県指導主事による学校訪問
をしたりしながら、学力向上推進プランに沿って取組を進め、学力の底上げを図ってい
く。 
・学力向上総合対策推進事業 ３２，６１５千円 

◎教員の忙しさを解消し、生徒と向き合う時間を増やすこと。 平成３０年３月策定の学校業務カイゼンプラン（令和２年３月改訂）に基づき、意識
改革や業務削減の取組、小中学校に対する統合型学校業務支援システムの全県一斉導入、
教員業務アシスタントの配置による教員の事務作業の負担軽減、部活動指導員の配置に
よる部活動を要因とする長時間勤務者の負担軽減を図るとともに、夏季休業中の対外業
務停止日の設定を地域や保護者の理解をいただきながら全公立学校で実施するなど、教
職員の負担軽減の取組を進めている。 
また、令和２年１月に文部科学省が告示した指針を参考とし、本県においては令和２

年４月から各服務監督権者において、時間外業務時間の上限を「月４５時間、年間３６
０時間」とする上限方針を定めたところである。 
令和３年度当初予算においても、教員業務アシスタントや部活動指導員の継続配置を

検討するとともに、ＩＣＴの活用や小学校高学年における教科担任制の導入などと併せ
て、人的配置と意識改革の両面から引き続き学校現場の多忙解消・負担軽減をより一層
進めていく。 
・学校現場における働き方改革推進事業（教員業務アシスタントの配置） 
               １，７５２千円（会計年度任用職員経費別途要求） 

・部活動指導員配置事業    ２２，６９２千円（会計年度任用職員経費別途要求） 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

◎幼保育園、小中学校・高等学校・養護学校のグラウンドの芝生化・屋
上緑化を推進すること。 

県立学校については、鳥取方式の芝生化の特性を踏まえ、学校からの要望を聞きなが
ら、これまでに高等学校１１校、特別支援学校６校でグラウンド等の芝生化を行い、屋
上緑化については高等学校２校で実施してきており、整備をした学校については適切な
維持管理を図っているところであり、今後の芝生化等については、引き続き学校の要望
等を踏まえながら検討していく。 
・県立学校校庭芝生化推進事業費 １８，０１９千円 

◎青少年へのメディアリテラシー（情報判断能力）育成対策を推進する
こと。特に、スマホ、携帯電話の利用、学校裏サイトなどへの対策を
推進すること。 

青少年がスマートフォン等の電子メディア機器と適切に接していくことができるよ
う、インターネット依存等を予防するための専門人材派遣を引き続き実施する。 
小中学校では、９年間を見通した指導計画の普及に取り組んでおり、特別支援学校で

は、情報モラル教育を進めるための実践研究を引き続き行う。 
また、児童生徒・保護者・学校が情報を共有しながら電子メディア機器等を利用する

上でのルールや危険性を学べる教材の作成・配布、学校におけるインターネットの利用
に関するルール作りへの支援、児童生徒参加型ワークショップの開催などを引き続き行
う。 
併せて、学校裏サイトを含むインターネット上のサイトや掲示板等への書き込みに関

するネットパトロール等を引き続き行う。 
・インターネットとの適切な接し方教育啓発推進事業 ４，７２５千円 
・特別支援学校におけるＩＣＴ教育充実事業 ２，１１４千円 
・ネットパトロール事業 １，１５１千円 

◎自転車スマホ・歩きスマホで人身事故が増えている、安全に対する教
育を徹底し事故防止を推進すること。 

令和２年度は自転車の事故防止につながる交通安全教育の一層の推進を図るため、教
職員対象の研修会で県外の自転車安全教育専門家を招聘した講演を行うとともに、交通
安全教育の充実について働きかけており、令和３年度も教職員対象の研修会を実施し、
教職員の資質向上を図ることをとおして交通安全教育の推進につなげていく。 

なお、県立高校においては、登下校中の生徒の安全を最優先に考え、令和５年度まで
を目標に自転車通学生の自転車用ヘルメット着用を推進することとしており、令和３年
度及び４年度においては生徒が自転車乗車時のルール・マナーを理解し、必要な技能と
知識を習得する交通安全教室等を開催するなど、歩行中を含めた「ながらスマホ」に起
因する事故を例にした交通安全教育を一層充実していく。 

市町村（学校組合）立小中学校及び義務教育学校においては、必要に応じてヘルメッ
ト着用に関する情報提供を行うなど、引き続き、市町村（学校組合）教育委員会と連携
を図りながら、支援をしていく。 

・学校安全対策事業（学校安全研修会）２８０千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

◎いじめ問題の解決を進めること。特に 
＊いじめはいじめる側が１００％悪い、との考え方を浸透させるこ
と。 

＊いじめ対応について、各小中高等学校内で各学年が年に１回以上研
修会をおこなうこと。研修会は現場の学校でおこなうこと。 

＊いじめ防止対策を進めるための条例化などを検討すること。 

令和元年９月に策定した「鳥取県いじめ対応マニュアル」において、いじめが人とし
て決して許されない行為であることを理解させることや、いじめを行った子どもの内面
を見つめた支援等について示しており、今後も各種研修会等の機会を捉えて学校教職員
等への啓発を徹底していく。 
学校現場におけるいじめに係る研修については、毎年、年度の早い時期に、生徒指導

担当を対象にした悉皆研修を県が行い、研修参加者が学校において伝達講習を行う取組
を令和３年度に向けて検討している。 
いじめ防止対策については、平成２５年に制定された「いじめ防止対策推進法」や同

年に文部科学大臣が決定した「いじめの防止等のための基本的な方針」に基づき進めて
いるところであり、引き続きこれらの法等に基づき市町村教育委員会等関係機関と連携
しながら必要な対策を着実に進めていくことが必要であると考えている。 
・いじめ防止対策推進事業 １１，９５６千円 

＊人権の尊重、命の大切さを学ぶ教育を徹底すること。まず教師への
教育からはじめること。 

「いじめ防止対策推進法」で示された「いじめは、いじめを受けた児童等の教育を受

ける権利を著しく侵害するものであるという認識」のもと、教職員に対しては、人権教

育主任研究協議会、授業研究会及び研究発表会等における説明や指導助言を通して、子

どもの人権に関する教育の大切さについての周知を強化していく。 

また、児童生徒に対しては、講師派遣事業「命の大切さを学ぶ教室」の活用を促進し、
いじめや犯罪・交通事故で家族を失った遺族の方等の講話を通して、自他の命を大切に
する等の意識の涵養を図っていく。 

◎教員の心のケア充実策を推進すること。 教職員の精神性疾患による病休・休職の減少を図るため、管理職の研修（職場づくり）、

ストレスチェック制度を活用した教職員の意識向上、相談窓口の設置、専門職員による

面談等を行っている。 

 また、休職者や復職者を支援するとともに、休職・復職者を抱える職場の管理職等へ

の指導助言を行っているところであり、引き続き取り組んでいく。 

・教職員健康管理事業費 ２１，８７６千円 

◎手話教育を進めること。 
＊早期支援教育を進めること。 

鳥取聾学校は医療・福祉保健と連携して、聴覚に障がいのある幼児を把握し、聾学校
幼稚部や教育相談で手話等の早期支援教育を行っていく。 

＊手話部等の設置を進めること。 県立岩美高校には手話部が設置されており、また、この２年間で手話パフォーマンス
甲子園に県内高校９校が参加（新規参加２校）する等、手話の普及が徐々に進んでいる。 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

◎学校でのＬＧＢＴ等性的マイノリティに関する教育を更に推進する
こと。 

性的マイノリティに係る教育を進めるためには、教職員が性の多様性について正しい

知識や認識を持つことが必要であるため、令和元年度末に作成した指導参考資料の活用

の周知、教職員研修の実施及び講演会への参加の呼びかけなど、必要な支援を行ってい

く。 

また、令和３年度当初予算で検討している講師派遣事業「性的マイノリティの人権学
習会」の活用を促進し、児童生徒が、性的マイノリティ当事者等の講話を通して、互い
の違いを認め合い、自他を尊重する意識の涵養を図っていく。 
・人権教育振興事業（講師派遣事業） ５００千円  


